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資料紹介
中国内陸農村の貧困構造と農民負担
湖南省農村調在事例より
石
? ?
はじめに
2004年度~2006年度の日本学術振興会科学研究費補助金（基盤研究 (B) (1)、海外学術調査、課
題番号13572022、代表・石田浩）の助成を受け、中国内陸農村で共同研究を行ってきた。その一環
として、 2005年 4 月下旬~5 月上旬に湖南省において農村調査を実施し、膨大なデータを入手し
た。それを整理したのが本資料である。本資料報告の目的は、農村実態調査に基づいて中国内陸農
村の貧困構造の実態を解明することにあり、農業の零細経営と重い農民負担が農民の農業に対する
生産意欲を喪失させ、農家は農地を放棄したり、農業経営に対する時間と労力を節約して、できる
だけ長期の出稼ぎに行き、現金収入を得ようとしていることを明らかにすることである。内陸貧困
農村におけるこのような農村経済と農家経済の実態を踏まえると、農業の発展は非常に困難である
と結論づけることが可能である。というのは、中央政府や地方政府が内陸貧困農村に対して積極的
に資金援助を行わない限り、内陸貧困農村は展望を見い出せないからである。つまり、 1949年以降
の重工業優先発展戦略の採用により、政府は工業化資金を長期にわたり農村から「吸血」してき
た。そのため、内陸農村の歴史的構造的貧困は固定化され、現在に至るも農村は都市から隔離さ
れ、経済格差は拡大する一方である。食糧生産農家に対する単なる「輸血」だけでは内陸貧困農村
の発展は難しく、「輸血」から「造血」のための木目の細かい農業・農村・農民政策が求められて
いる。以上の点は本資料から詳細に理解できるであろう。
I . 問題の所在
内陸農村と沿海大都市との急速な経済格差の拡大が指摘されて久しいが、具体的施策が欠如した
まま現在に至っているのが実情である。本年 (2005年）の中央 1号文件「中共中央国務院関於進一
歩加強農村工作提高農業綜合生産能力若干政策的意見」は、昨年の「三農問題」（農業・農村・農
民）に引き続き農業政策を取り上げ1)、2年連続して 1号文件が農業を扱ったものとなった。それ
だけ、中国当局の「三農問題」に対する危機意識は大きいと推測できる。 2005年 1号文件は、以下
のような 9項目からなっている2¥
(1)穏定、完善和加強扶持農業発展的政策、進一歩調動農民的積極性
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(2)堅決実行最厳格的耕地保護制度、切実提高耕地質量
(3)加強農田水利和生態建設、提高農業抗御自然災害的能力
(4)加快農業科技創新、提高農業科技含量
(5)加強農村基礎設施建設、改善農業発展環境
(6)継続推進農業和農村経済結構調整、提高農業競争力
(7)改革和完善農村投融資体制、健全農業投入規制
(8)提高農村労働者素質、促進農民和農村社会全面発展
(9)加強和改善党対農村工作的領導
果して、政府と共産党はこれらの課題を本気に解決する意欲があるのか。また、解決しようとし
ているのか。解決するためには内陸農村の実情を正確に把握し、具体的な施策を制定し、膨大な予
算を計上する必要がある。
本年3月14日に第10期全国人民代表大会第 3回会議が終了した。温家宝首相は 3月5日の「政府
工作報告」において 3)、「一．過去一年工作回顧」「二. 2005年工作総体部署」「三．継続保持経済
平穏較快発展」「四大力推進経済体制改革和対外開放」「五．積極発展社会事業和建設和諧社会」
「六．加強行政能力建設和政風建設」「七．堅持和平発展道路与独立自主的和平外交政策」という 7
点の報告を行い、農業方面に数多くの言及をした。まず、「一．過去一年工作回顧」では最初に
「（一）採取更直接、更有力的政策措置、促進糧食増産和農民増収」に触れ、「三．継続保持経済平
穏較快発展」では「（二）進一歩加強“三農”工作」を、「四．大力推進経済体制改革和対外開放」
では「（一）継続推進農村改革」に言及するといったように「三農問題」への位骰づけは高かった。
温首相は「(-)採取更直接、更有力的政策措置、促進糧食増産和農民増収」で、マクロコン
トールの主要措置として農業税の減免、タバコ以外の農業特産税の廃止、食糧生産農家に対する直
接補助、特定地区農民に対する優良品種補助と農機具購入補助の実施、重点食糧品種に対する最低
買上げ政策の実行を取り上げ、農業と農村、特に食糧主要産地の建設投資を大幅に増加させたと延
べ、「三農問題」への支出は2,626億元、 22.5%の増加であったと政府の政策を誇示した 4)。しかし、
農業支援資金が農村末端まで届いたと本気で考えているのであろうか 5)。また、杜青林・農業部長
は3月10日の「十届全国人大三次会議記者招待会」での内外記者の質問に対して、昨年の農民 1人
当たり平均収入は2,936元と、前年度より314元増加の6.8%の成長であり、食糧農家に対する補助政
策が功を奏したと答えている 6)。しかし、国連規定による貧困は 1日1ドルであり、 ドルに換算す
ると 1ドルが8.3元であることから8.3元x365日=3,029.5元となり、物価等は無視して比較すると、
2004年度の中国農民 1人当たり平均収入2,936元よりも高いことになる。決して、政府が自慢でき
るほどの水準ではない。
ところで、筆者はこの 7~8 年、内陸貧困農村の経済実態を把握するために農村実態調査を行っ
てきた 7)。今回は湖南省A市B区c郷X村とA市D県E郷Y村の 2カ村において行った 8)。調査地
のA市B区c郷と A市D県E郷の産業構造と 1人当たり GDPを他地域と比較すると、表 1のごと
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くである。まず、農村における GDP構成を見ると、 A市農村は省都の長沙市・全国・湖南省の各
農村に比して第一次産業の GDP 比重が高く、第二次• 第三次産業の比爪は低い。労働力構成にお
いても第一次産業従事者の比重が高く、第二次産業従事者は僅か12.4%である。 A市B区はA市の
中心であることから、第一次産業の GDP比は全国平均よりも低く、第三次産業の比重は長沙市よ
りも高い。その最大の理由は、第二次産業が未発達なまま離農が進展し、その経済水準は全国平均
と大都市長沙の中間にある。 A市D県は純農村地帯であることから第一次産業の比重は34.3%とま
だ高く、第二次産業は23.0%と最低である。さらに、 A市D県 E郷を見ると、第一次産業従事者は
74.6%と7割以上が農業従事者である。ところで、第一次と第二次、第三次の各従事者を合計して
も100%とならないのは、 21.1%が出稼ぎに出ているからである。さらに、農民 1人当たり収入を
比較すると、長沙市は最多の3,746元で、最少がE郷の2,058元である。つまり、都市部から農村部
へ行けばいくほど第一次産業の比重が高くなり、農民収入が低いということになる。
そこで、本研究では内陸農村の貧困構造、つまり農家経済実態を農村実態調査を踏まえ、個々の
農家が貧困から脱却するためにどのような経済活動を行っているのかを明らかにしたい。そして、
このような考察を通じて内陸貧困農村の経済活性化に対する具体的施策を提示したいと考える。農
村実態調査方法として、まず第一に郷政府や村民委員会から農村経済に関する統計資料を入手し、
第二に農村滞在中に多くの農家を訪問してインタビューを行い、第三に村幹部の協力を得て農家ア
ンケート調査を実施した。本調査村はともに本研究課題に適った貧困村であり、数多くの農民負担
を抱えたまま、農民は農業離れを起こし、農外就労、特に沿海大都市へ出稼ぎに行くことで現金収
入を得て豊かになろうとしていた。しかし、老人家庭や家族労働力の少ない農家は将来展望を見い
だせないまま、貧困に甘んじているのが実情であった。以下、詳細に分析したい。
表 1 産業構造と 1人当たり GDPの比較 (2003年）
地域別
GDP構成（％） 労働力構成(%) GDP/人
一次 一ーグヽE 三次 一次 一ーグヽf-t 三次 （元）
全国 14.6 52.2 33.2 49.1 21.6 29.3 2,622 
湖南省 19.1 38.7 42.2 53.1 21.4 25.5 2,533 
長沙市 9.0 42.3 48.7 39.0 23.8 37.2 3,746 
A 市 23.8 40.6 35.6 58.7 12.4 28.9 2,550 
B 区 13.7 27.9 58.4 2,567 
C 郷
D 県 34.3 23.0 42.7 2,387 
E 郷 74.6 2.0 3.3 2,058 
出所）中国国家統計局編『中国統計年鑑2004』（中国統計出版社、 2004年）p.32、p.381、湖南省統計局編
「湖南統計年鑑2004』（中国統計出版社、 2004年） p.37 、 p.54、 p.71 、 p.81 、 p.183 、 pp.482~483、 A市
統計局編『A統計年鑑2004』(A市統計局編、 2004年） pp.446~447 より作成。 E 郷の数値は2004年
度の数値である。 E郷の出稼ぎ者数は労働力構成から除く。 E郷郷長の応答では GDP/人は2,120元
である。
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I. 調査地域の社会経済概況
1. A市B区C郷X村の社会経済概況
A市は湖南省13市 1自治州の中の 1市で、 2区1市 6県、 104鎮106郷で構成され、人口は600.2
万人、そのうち農村人口は418.3万 (69.7%)である 9)。耕地面積は水田が34万3780ha(7 4.5 %)、
旱田が11万7450ha (25.5 %)の計46万1220haで、 1人当たりに耕地面積は1.65畝で、湖南省平均
1.08畝よりも少し大きいが、 3人家族では僅か 5畝 (33.3アール）に過ぎず、農業経営だけでは生
活が困難である10)。ただし、湖南省農村では二期作を行い、土地利用率は209%と高い11)0 
A市区はB区とW区の 2区で構成され、 B区はその 1区である。市区とあるからには都市部と思
われるが、中心地を抜けると広大な農村地帯が広がっており、市区面積2,748km2のうち B区の面積
は2,451m氾、市区の89.2%を占めている。つまり、市区の中心はW区であり、 B区は農村である。
B区は県から区に昇格しA市B区となった。現在のB区は23鎮11郷 (1民族郷を含む）で構成さ
れ、人口は90.5万人でそのうち農村人口は74.2万人 (82.0%)である。 C郷はB区23鎮11郷の 1郷
で、 A市中心の北に位置し、車で僅か15分ほどの距離にある。最近、 C郷では郷道が完成し、交通
の便は非常によくなった。郷道が建設されると、比較的豊かな農家は道路沿いに家を建て、雑貨店
などの小商売を行い、離農が急速に進んでいる。
X村は、表2に見られるごとく 11村民小組で構成されている。村書記兼村主任（農家A)の応答
によれば、 X村の戸数は318戸、人口1,348人で、耕地面積は水田1,500畝、旱田（地） 389畝の計
1,889畝であり、 1戸・ 1人当たり耕地面積はそれぞれ5.94畝、 1.40畝である12)。表 2は村書記の応
答と少し異なっており、人口が1,005人 (1,280人）、労働力が525人、耕地面積が1,390畝 (1,798畝）
であり、 1戸当たり・ 1人当たり・労働力当たり耕地面積はそれぞれ4.37畝 ・1.38畝 ・2.65畝とな
り、農業経営はかなり零細である。本村では水稲二期作を行い、水稲収穫後に油菜を栽培してい
る。水稲二期作の畝当たり生産量は800kgで、油菜は150kgである。村には沙地（旱田）が300余
畝あり、ここには柑橘を植林し、国家から 1畝当たり230元を手当てとして計 7万元を得ている。
水稲や油菜の多くは自家用であり、柑橘は商人に販売している。労働力は756人で、農業従事者が
約400人、残り300余人は出稼ぎに出ている。出稼ぎ先は深訓と広州が多く、 A市からの広州行き直
行バス運賃は120元である。湖南省都の長沙市にも約50人が出稼ぎに出ている。本村では1981年に
生産責任制が導入され、 1986年に人民公社が解体され、 X生産大隊はX村となり、 1988年頃から出
稼ぎが始まった13)。村民の多くは先に出稼ぎに出た親戚や村民から職場を紹介され次々に出かけて
いる。応答によれば、昨年の 1人当たり平均収入3,000元のうち40%が出稼ぎ収入であった。
本村は、本来Z人民公社に属していたが、「政社分離」により Z郷となり、 1995年末にC郷に吸
収合併された。村営企業は 4社あったが、現在では精米・搾油等の綜合加工廠と漁湖（養魚）の 2
社となり、年間総売上額は100万元である。 2社はともに個人に請け負わしており、前者は 5人、
後者は 4人で経営しており、村にそれぞれ年間8千元と 2千元を上納している。昨年、村では道路
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表2 X村各村民小組の戸数と人口と面積 （単位：戸・人・畝）
組 戸数 人口 人口 労働力 DIA 耕地 耕地 FIA F/C F/D A B C D E F 
1 24 140 84 41 1.71 210 142.45 5.94 1.70 3.47 
2 25 121 74 37 1.48 180 121.77 4.87 1.65 3.29 
3 39 137 127 67 1.72 200 212.14 5.44 1.67 3.17 
4 21 62 63 30 1.43 108 63.53 3.03 1.01 2.12 
5 32 140 80 38 1.19 220 139.12 4.35 1.74 3.66 
6 47 160 133 72 1.53 250 139.08 2.96 1.05 1.93 
7 32 121 133 63 1.97 190 122.71 3.83 0.92 1.95 
8 39 139 122 63 1.62 220 181.53 4.65 1.49 2.88 ， 28 120 82 48 1.71 180 126.84 4.53 1.55 2.64 
10 19 70 65 33 1.74 110 78.43 4.13 1.21 2.38 
11 12 70 62 33 2.75 110 62.38 5.20 1.01 1.89 
合計 318 1,280 1,005 525 1.65 1,798 1,390 4.37 1.38 2.65 
出所） A・B・Eは村党支部書記兼村主任が筆者の求めに応じ、何の資料も見ることもなしに数値を書き入れ
たので、信憑性に乏しいと考える。 C・D・Fは「X村2004年農民負担与糧食補貼到戸統計表」に基づ
く。本村第3組と第1組は最も裕福であり、第6組と第10組が最も貧しい。
補修のために 3 日間の義務労働を正労働力（男性18歳~60歳、女性18歳~55歳）に対して課し、出
役できなければ 1日につき10元、計30元を負担させた。村幹部は書記（村主任兼任）・副書記・会
計・調解主任・婦女主任の 5人であり、幹部手当ては年5千元／人で、国家財政から支給されるよ
うになった。
2. A市D県E郷の経済概況
D県は、 A市2区1市 6県の中の 1県で、 A市から高速道路を南東に37km約40分ほど走ったと
ころに位置する。つまり、 D県はA市の東南隅に位置する。高速道路を降りて地道を15分ほど北に
走ったところに県庁所在地がある。 D県の耕地面積は 5万7840haで水田が4万5720ha(79.0 %)、
旱地 1万2130haであり、播種面積が12万5130haであることから、耕地利用率は216.3%となり、ニ
期作か二毛作が行われていることになる 14)。戸数は23.8万戸、人口81.1万人、農村人口62.5万人
(77.1 %)、農村労働力39.8万人である 15)。D県は27郷122村で構成され、 E郷はその 1郷である。
E郷はD県の南南西に位置し、車で約30分を要する。郷長によれば、 E郷は18カ村215村民小組
で構成され、戸数は5,500余戸、人口は 2万3800人、労働力は 1万6000人であり、そのうち農業従
事者が50%、出稼ぎ者が40%を占めている。表 3 『A市農林牧漁業総合統計年報表」 (2000年度）
を見ると、 E郷は18カ村で構成され、農村幹部数は132人で、そのうち郷幹部（国家幹部、都市戸
籍者）は26人である。郷村戸数は5,655戸で、そのうち農業戸数5,257戸 (93.0%)、非農業戸数（都
市戸籍）は398戸 (7.0%)であり、郷村人口は 2万2624人、正農村労働力は 1万433人である。産
業別郷村従業員数を見ると、農業従事者が8,030人 (75.7%) と最多であり、次がその他（出稼ぎ
者）が1,614人 (15.2%) と、農業と出稼ぎが収入源の中心である。耕地面積は水田が 2万4353.5畝
(92.9%)、旱地1,852畝 (7.1%)の計 2万6,205.3畝となり、 1戸当たり・ 1人当たり・労働力当た
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村名
合計
岩嘴村
呂板村
磨家漢
黄嶺村
松樹村
金安村
二龍村
太安村
金孔村
軟橋村
高湖村
龍虎村
西保村
獅子山
五雲村
復興村
新堤村
楽山村
E 郷
工業
229 
7 
55 
5 
10 
15 
30 
8 
10 
20 
15 
14 
10 
2 
゜5 
5 
゜゜
村民郷村
喜嘉悶 部数
132 105 
6 5 
6 6 
6 6 
5 5 
5 5 
7 6 
7 7 
8 8 
5 5 
5 5 
6 6 
5 5 
4 4 
7 7 
6 6 
7 7 
6 6 
5 5 
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表3 D県E郷の農業生産条件 (2000年）
郷村戸数
旦
その 郷村従業員数
郷村 うち
! 労働合計 農， 人口 合計 儡 男性数
5,655 5,257 22,624 10,830 10,589 10,609 10,433 5,920 
225 225 988 480 470 460 458 259 
324 32 1,219 560 555 550 550 300 
345 345 1,470 840 790 820 780 480 
290 290 1,133 610 590 600 590 370 
295 295 1,152 545 530 515 500 268 
300 300 1,092 450 440 440 (438) 240 
309 309 1,274 560 550 550 545 320 
380 380 1,584 900 892 890 887 490 
225 225 929 400 395 392 390 230 
285 285 1,147 700 695 685 680 372 
230 230 1,093 482 477 482 477 281 
335 335 1,239 710 700 700 695 410 
310 310 1,231 610 605 600 592 350 
303 303 1,130 620 620 607 607 347 
248 248 1,220 468 665 448 447 278 
345 345 1,600 645 640 630 629 638 
270 270 1,234 700 695 690 688 372 
238 238 1,157 550 650 550 480 265 
398 732 
（単位：人・戸・畝）
産業別郷村
従業員
女性
農業 ％ 
4,639 8,030 75.7 
201 350 76.1 
250 316 57.5 
340 602 73.4 
230 420 70.0 
247 380 73.8 
200 350 79.5 
230 340 61.8 
400 620 69.7 
162 280 71.4 
613 430 62.8 
201 333 69.l 
290 590 84.3 
260 480 80.0 
260 502 82.7 
170 367 81.9 
292 570 90.5 
318 590 85.5 
205 510 92.7 
産業別郷村従業員
年初実際
年内減少耕地面積 年末実際耕地面積
建築業 交通 閂誓 その他 ％ 耕地面積 合計 ① ② 合計 水田 旱地 灌漑地運輸
368 206 162 1614 15.0 26,266 605 425 18 26,205.5 243,535.0 1,852 192 
3 ， 8 83 18.0 1,390 ゜゜ ゜1,393.0 1,347.0 46 ゜21 15 24 119 21.6 1,754 5 ゜5 1,749.0 1,690.0 59 ゜20 20 15 158 19.3 1,514 30 25 5 1,484.0 1,464.0 20 ゜20 10 20 120 20.0 1,642 8 ゜8 1,634.0 1,591.0 43 ゜20 10 10 80 15.5 1,421 ゜゜ ゜1,421.0 1,293.0 128 ゜25 10 10 15 3.4 1,115 ゜゜ ゜1,115.0 965.0 150 ゜30 15 5 152 27.6 1,198 ゜゜ ゜1,198.0 1,120.0 78 ゜40 15 10 195 21.9 1,761 ゜゜ ゜1,761.0 1,391.0 370 86 10 10 5 67 17.1 1,046 ゜゜ ゜1,046.0 1,005.0 41 33 15 15 7 203 29.6 1,541 6 6 ゜1,535.0 1,460.0 75 ゜7 ， 5 114 23.7 1,100 15 15 ゜1,098.5 9,955.0 103 23 32 12 5 61 8.7 1,767 ゜゜ ゜1,767.0 1,714.0 53 ゜20 15 4 61 10.2 1,454 ゜゜ ゜1,454.0 1,397.0 57 ゜25 10 5 65 10.7 1,494 25 25 ゜1,491.5 1,455.5 36 ゜20 11 10 35 7.8 1,516 ゜゜ ゜1,516.0 1,413.0 103 ゜10 5 4 36 5.7 2,045 5 5 ゜2,040.0 1,703.0 337 50 30 15 10 45 6.5 1,264 25 25 ゜1,261.5 1,147.5 114 ゜30 ゜5 5 0.9 1,241 ゜゜ ゜1,241.0 1,202.0 39 ゜
出所） A市統計局制定『A市農林牧漁業総合統計年報表』 (2000年度）より作成。 E郷は18カ村で構成され、 E郷幹
部26人は国家正式幹部である。 E郷398戸は非農業戸で、 732人は非農業人口であり、農業人口は21,892人
(96.8%)である。金安村の郷村従業員数の労働力年齢内が統計では468人とあるが、 438人の間違いと思われる
ので (438) とした。全村にバス・電話・電気• 郵便が通じている。①は国家建設用地、②は郷村集団建設用地
である。郷村従業員の％はその他を出稼ぎと見なしたときの数値である。
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り耕地面積は4.98畝・ 1.16畝 ・2.47畝で、零細経営であることが窺える。
表 4を見ると、 2004年度戸数は6,029戸、人口 2万3187人で、労働力は 1万1827人であり、その
内訳は農業従事者が8,591人 (72.6%) と多いが、表 3の2000年度の数値と比較すると3.1ポイント
減少している。出稼ぎは2,500人 (21.1%)と第二位で、工業・運輸・商業・飲食服務の従事者は合
計しても628人の僅か5.3%を占めるに過ぎず、農業以外の他産業は未発達である。
表4 D県E郷の労働力構成
戸数 人口
労 働 力 構 成 （人）
年度 （戸） （人） 合計 農 業 副業 工業 運輸 商業 飲食 出稼ぎ服務
2000 5,655 22,624 10,830 8,030 (75.7) 368 229 206 78 84 1,614 (15.2) 
2003 5,982 22,107 12,480 9,530 (75.4) 108 483 296 102 84 2,037 (16.1) 
2004 6,029 23,187 11,827 8,591 (72.6) 108 235 256 105 32 2,500 (21.1) 
出所） E郷人民政府の提供に基づく。 2000年の労働力合計は10,609人、 2003年は12,640人となり、（）のパーセント
はこの数値で算出した。 E郷政府提供の統計数値は信頼度が非常に低く、 E郷政府提供の他の統計数値も同様
と考える。
郷長によれば、鋼球鋳造やセメント等の民営企業7社があるとのことであったが、実際は表5に
見られるように E郷の郷鎮企業は郷営企業が 1社、個人独資企業（個体戸） 484社、私営企業が24
社の計509社である。個体戸の平均従業員は僅か1.9人の家族単位の企業で、私営企業は 9人であり、
雇用労働力は1,148人 (9.71%)で、 E郷の郷鎮企業は未発達である。表6の『2002年湖南省郷鎮企
業統計年報』から具体的に E 郷の郷鎮企業について考察すると、個体戸では交通運輸•倉庫業が最
多の220社で、次が建築業の180社である。一方、私営企業の最多は製造業の 8社で、次が採鉱業の
5 社である。表 7 から従業員数を見ると、個体戸では建築業が490人と最多で、次が交通運輸• 倉
庫業の300人である。
表5 2003年度D県E郷の郷鎮企業 （単位：万元・元）
企業形態 企業 労働者 上納利潤 給料 平均年給料
郷営企業 1 2 3 1 5,000 
個体戸 484 930 273 90 968 
私営企業 24 217 211 100 4,608 
人ロ 計 509 1,149 487 191 1,662 
出所） E郷人民政府の提供に基づく。
表6 E郷における郷鎮企業数 （単位：社）
農林 採鉱 交通 卸•小 旅館・ そのうち 社会企業形態 製造業 建築業 サービ 合計牧漁業 業 運輸 売り業 飲食業 飲食業 ス業
集団農業企業 1 1 
個人独資企業 3 1 180 220 50 20 16 10 484 
私営企業 5 8 1 3 2 1 1 4 24 
ムロ 計 1 8 ， 181 223 52 21 17 14 509 
出所） A市統計局制定「2002年湖南省郷鎖企業統計年報』に基づく。
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表7 E郷における郷鎮企業職工数
農林 交通 卸・小 旅館・採鉱業 製造業 建築業 運輸
（単位：人）
社会
サー その他 合計牧漁業 倉庫業 売り業 飲食業 ビス業
集団農業企業 2 2 
1企業当たりの従業員数 2 2 
個人独資企業 20 10 490 300 60 30 20 20 930 
1企業当たりの従業員数 6.7 10 2.7 1.4 1.2 1.5 1.3 2 1.9 
私営企業 40 148 5 6 6 2 2 10 217 
1企業当たりの従業員数 8.0 18.5 5 2 3 2 2 2.5 9.0 
ムロ 計 2 60 158 495 306 66 32 22 30 1,149 
出所）前掲『2002年湖南省郷鎮企業統計年報』に基づく。
私営企業では製造業が148人で、次が採鉱業の40人である。表 8から納税額を見ると、個体戸で
は建築業36万元が最多で、次が交通運輸業10万元であり、企業数の割には多くはない。私営企業で
は製造業が40万元と最多で、 1社 5万元の納税である。表9から付加価値生産額を見ると、個体戸
では建築業が2,131万元、交通運輸• 倉庫業が440万元、卸• 小売り業が260万元で、私営企業では
製造業が2,343万元と最多である。
表8 E郷における郷鎮企業の納税額 （単位：万元）
農林 交通 卸• 小 旅館・ そのうち 社会サー企業形態 牧漁 採鉱業 製造業 建築業 運輸 売り業 飲食業 飲食業 ビス業 合計業 倉庫業
集団農業企業 1 1 
個人独資企業 1 2 36 10 2 1 2 54 
私営企業 1 40 2 1 1 1 46 
A ロ 計 1 2 42 38 11 3 2 2 2 101 
出所）前掲『2002年湖南省郷鎮企業統計年報」に基づく。
表9 E郷における郷鎮企業の付加価値生産 （単位：万元）
企業形態 採鉱業 製造業 建築業 交通運輸 卸・ 旅館・
そのうち 社会サー 合計
倉庫業 小売り業 飲食業 飲食業 ビス業
集団農業企業
個人独資企業 12 30 2,131 440 260 30 24 15 2,918 
私営企業 17 2,343 29 6 6 1 1 1 2,402 
ムロ 計 29 2,372 2,160 446 266 31 25 16 5,320 
出所）前掲『2002年湖南省郷鎮企業統計年報』に基づく。
郷鎮企業が未発達ゆえ、農村余剰労働力は出稼ぎに行かなければならない。 E郷での出稼ぎは
1984年頃より始まった。労働力流動状況を表10から見ると、労働力 1万1827人のうち、村内就労者
は72.6%と最多で、これらは農業従事者と考えられる。次が沿海都市の 2,500人 (21.1%)である。
郷内と近隣郷鎮は通勤可能と考えられ、長沙市区や省内都市は通勤が不可能なため出稼ぎ者と見な
すと、出稼ぎ者は計2,780人 (23.5%) となる。
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年度 合計
村内（人）
2000 10,830 7,591 
2003 12,480 8,591 
2004 11,827 8,59 
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表10 D県E郷の労働力流動状況
労働力 の移動先（人）
(%) 郷内 付近 県城 長沙 省内郷鎮 市区 都市
(68.8) 105 170 180 150 130 
(69.3) 105 170 180 150 130 
(72.6) 105 171 180 150 130 
465 
沿海 （％） その他都市
1,700 (15.7) 1,004 
2,500 (20.1) 553 
2,500 (21.1) 
出所） E郷人民政府の提供に基づく。 2000年の労働力合計は11,030人で、 2003年は12,379人となり、（）のパーセン
トはこの数値で算出した。
郷長によれば、農業生産は耕地面積が2万8000畝であり、水田が 2万4000畝 (85.7%)、旱田が
4,000畝 (14.3%)で、機械耕転が面積の50%を占め、機械による収穫は30%である。 E郷人民政府
提供の統計資料では、表1のごとく水田が 2万4073畝 (93.6%)、旱地が1,700畝 (6.4%) の計 2万
5713畝と、郷長の応答とは異なり、旱地が少なく水田の比率が少し高い。作付面積の内訳は水稲が
2万5000畝と圧倒的比重を占め、油料800畝、油菜9,315畝、甘庶150畝、疏菜5,000畝、その他が
1,500畝となり、水稲はほぼ一期作であり、収穫後に疏菜や油菜を栽培しており、耕地利用率は上
述の郷長の応答と大きく異なっている。肥育豚は 1万6400頭である。
表1 D県E郷の農業生産状況
年
耕地面積（畝） 収 穫 量（畝） 肥育豚
合計 水田 旱地 水稲 油料 油菜 甘庶 疏菜 その他 （頭）
2000 26,205.5 24,353.5 1,852 25,000 1,200 9,315 160 4,100 1,300 13,200 
2003 26,142.0 24,442.0 1,700 25,000 1,200 9,315 150 5,000 1,500 16,400 
2004 25,713.0 24,073.0 1,700 25,000 800 9,315 150 5,000 1,500 16,400 
出所） E郷人民政府の提供に基づく。
E郷のエ農業総生産額を表12から見ると、最多が工業生産額の43.9%であり、次が出稼ぎの
41.4%で、農業従事者が72.6%も占めているにもかかわらず、農業生産額は僅か0.1%に過ぎない。
2000年度の農業生産額は17.0%を占め、出稼ぎが15.4%であったことを考えると、この 5年間に E
郷の産業構造は大きく変化した。その結果、 E郷農民 1人当たり平均収入は1,560元から2,058元へ
と約500元増加した。昨年は村幹部の手当てなどに国家から40万元の援助があり、今年は約60万元
であると言う 16)0 
表12 D県E郷工農業総生産額構成 （単位：万元・元）
年度 総額 農業 交通運輸 工業 商業 飲食服務 打工 1人当たり収入
2000 10,080 17.0 9.0 49.9 7.0 1.8 15.4 1,560 
2003 11,000 0.2 10.3 59.5 8.7 2.2 19.2 1,890 
2004 17,760 0.1 8.6 43.9 5.1 1.0 41.4 2,058 
出所） E郷人民政府の提供に基づく。 2000年の合計は10,020万元となり、 2003年は9,248.5万元となる。パーセントは
筆者算出の数値で計算した。
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3. E郷Y村の経済概況
Y村は E郷18カ村の 1村で、郷政府所在地から車で南へ約15分ほど走った所に位置し、 13の村民
小組で構成されている。村書記兼村主任（村長）の応答によれば、戸数330戸、人口は1,250人で、
耕地面積は水田が1,650畝 (93.2%)、旱田が120畝 (6.8%) の計1,770畝である。水稲は一期作が600
畝 (36.4%) 、二期作が1,050畝 (63.6%) で、第一期作は500斤~600斤 (250kg~300kg) の収穫が
あり、二期作をするとその約 2倍となる。村会計と村民委員会提供の資料である表13を見ると、村
民小組の呼び方は 1組・ 2組とは呼ばず、従来から存在する自然村名を名称としている。生産隊の
時も姓を冠した自然村名を使い、同族集落であることが分かる。戸数は348戸、人口1,239人、労働
力649人、水田面積は1,653畝である。 1戸当たり・ 1人当たり・労働力当たり水田面積はそれぞれ
5.04畝 ・1.41畝 ・2.16畝と、 E郷とほぼ同じである。表14を見ると、耕地面積は水田が1,653畝
(94.3%)、旱地が100畝 (5.7%)の計1,753畝で、水田には水稲1,653畝の一期作のみであり、この点
は村支部書記の話と大きく食い違っている。農家訪問してインタビューをすると、確かに水稲一期
作農家が多かった。旱地には油菜と疏菜を栽培しており、養豚は145頭である。
表13 Y村各村民小組の戸数と人口と面積
小組 戸数A 戸数B 人口c 労働力D労働力E 耕地F 水田G GIA G/C G/D 
張家組 43 40 133 70 70 163 163 3.79 1.23 2.33 
鄭家組 47 47 151 78 78 295 195 4.15 1.29 2.50 
陳家組 22 21 69 49 49 104 104 4.73 1.51 2.12 
関山組 13 15 48 29 29 96 96 7.38 2.00 3.31 
周家組 31 31 104 46 46 139 139 4.48 1.34 3.02 
肖家組 24 23 78 35 35 157 157 6.54 2.01 4.49 
川匈組 18 18 83 43 43 108 108 6.00 1.30 2.51 
三山組 39 39 147 79 79 201 201 5.15 1.37 2.54 
竹山組 20 21 80 39 43 92 92 4.60 1.15 2.36 
漢宇組 18 20 83 43 39 126 126 7.00 1.52 2.93 
田庄組 34 34 135 65 65 78 78 2.29 0.58 1.20 
正吉組 20 20 70 43 43 100 100 5.00 1.43 2.33 
曽家組 19 19 58 30 30 94 94 4.95 1.62 3.13 
合計 348 348 1,239 649 649 1,753 1,653 5.04 1.41 2.16 
出所）同じ項目の前者は村会計の提供、後者は村民委員会の提供による。本数値は会計簿より写したもので信憑性が
高い。本村では川伺組と田庄組が最も豊かであり、正吉組と曽家組が最貧困である。
表14 E郷Y村の農業生産状況
年度
耕地面積（畝） 播種面積（畝）
肥育豚（頭）
合計 水田 旱地 水稲 油菜 疏菜
1990 1,800 1,715 85 1,715 60 25 150 
1995 1,800 1,715 85 1,715 65 20 140 
2000 1,800 1,715 85 1,715 50 35 160 
2003 1,753 1,653 100 1,653 80 20 130 
2004 1,753 1,653 100 1,653 70 30 145 
出所）村民委員会の提供による。
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応答によると、村の労働力は700人で、そのうち農業従事者は40%、出稼ぎが40%で、残りは簡
単な商売である。ところが、別の応答では出稼ぎ者が総労働力の65%であった。表15から労働力構
成を見ると、農業従事者は1990年の290人 (47.4%)から2004年の151人 (23.3%)へと急減してお
り、その一方で出稼ぎ者は186人 (30.5%)から395人 (60.9%) と急増している。副業は減少傾向
にあるが、あまり大きくは変化しておらず、運輸・商業などは変化がない。つまり、農民は農業で
生活ができず、現金収人を求めて出稼ぎに行くようになった。村幹部によれば、出稼ぎ者の多くは
広州などの珠江デルタに出かけている。表16は労働力流動の内訳であり、労働力649人のうち沿海
都市へ行く者が1990年の134人から2004年には315人 (48.5%) と増加し、湖南省内の都市60人
(9.2%)、長沙市区30人 (4.6%)で、県城45人 (6.9%) は通勤ができないことから、出稼ぎ者と考
えられ、出稼ぎ者は計450人 (69.3%) となる。村から県城ヘバイクで通勤する者が少しいると勘
案して、村幹部の言う 65%は誇張でもないようである。珠江デルタの沿海大都市への出稼ぎは、バ
スであれば約12時間（約200元）、列車ならば約14時間を要し、別の応答では朝 9時に出発して近く
のTインターチェンジから高速道路を走ると、広州には 2日目朝 3時頃に到着するというので、約
18時間を要することになる。 E郷に行く途中の公路横に長距離バス発着場のWがあり、ここから沿
海各都市に二段ベッドのバスが発着しており、大勢の人でいつも混乱している。本村から広州への
出稼ぎは1988~89年頃から始まり、その結果、これまで家族のうち何人が出稼ぎに行ったかにより
農家間の経済力に差がでるようになった。
表15 E郷Y村の労働力構成
年度 戸数（戸） 人口（人）
労働力構成（人）
合計 農業 副業 運輸 商業 出稼ぎ
1990 300 1,105 610 290 (47.4) 96 10 28 186 (30.5) 
1995 315 1,173 620 230 (37.1) 102 13 33 242 (39.0) 
2000 321 1,203 635 203 (32.0) 93 15 33 291 (45.8) 
2003 348 1,239 649 160 (24.7) 78 17 37 357 (55.0) 
2004 348 1,239 649 151 (23.3) 47 17 39 395 (60.9) 
出所）村民委員会の提供による。（ ）は％。
表16 E郷Y村の労働力流動状況
年度 労働力
労働力 の移動先（人）
合計 村内 郷内 付近郷鎖 県城 長沙市区 省内都市 沿海都市 (%) その他
1990 610 290 30 31 55 18 37 134 (22.0) 15 
1995 620 230 35 27 57 29 40 172 (27.7) 30 
2000 635 203 30 21 60 30 70 195 (30. 7) 26 
2003 649 160 20 20 50 42 55 279 (43.0) 23 
2004 649 151 15 13 45 30 60 315 (48.5) 20 
出所）村民委員会の提供による。
表17から Y村のエ農業総生産額を見ると、各項目それぞの生産額は増加しているが、絶対額は農
業が115万元と最多である。しかし、その比率は79.9%と大きく変化していない。次が出稼ぎ19.5万
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元 (13.5%)であるが、労働力の65%が出稼ぎに行っている割には少ない。つまり、村民委員会は
農家の出稼ぎ収入を掌握できないからである。それゆえ、本村の農民 1人当たり収入は僅か1,162
元であり、 E郷と比較するとその格差は大きい。それでも、 1990年の338元からは824元増加した。
ところが、村幹部が内緒で教えてくれたところによると、本村の農民 1人当たり実際収入は 1千元
以下であった。本村には郷営企業はあるが、村営企業は全くない。 Y小学は 4年生までであり、 5
年生からは郷中心地にある E中心学校に通学しなければならない。 6年生の学費は、 1学期が生活
費（米飯の提供）を含めて400元で年間800元、バス通学費200元が必要で、年間計1,000元である。
中学に進学すれば1,500元は必要である。
表17 E郷Y村エ農業総生産額構成
年度 総額 農業 （％） 交通運輸
1990 42 32 (76.2) 
1995 113 91 (80.5) 
2000 105 83 (79.0) 
2003 134 107 (79.9) 
2004 144 115 (79.9) 
出所）村民委員会の提供による。
Il. 農家経済と出稼ぎ一農家インタビュー
1. X村の農家経済と出稼ぎ
1 
3 
3 
4 
4.5 
(1)農家A (第6組、党支部書記兼村長、中卒、 54歳）
商業
1 
5 
3 
4 
5 
（単位：万元・元）
打工 1人当たり収入
8 338 
14 912 
16 847 
19 1,081 
19.5 1,162 
家族は本人と妻（中卒、 53歳）• 長男（都市戸籍、高卒、 35歳）・次男（都市戸籍、大専卒、 32
歳）・三男（都市戸籍、高卒、 30歳）の計 5人である。長男は結婚して C郷政府で働いており、戸
籍は都市戸籍で村に住んでいない。次男はA市政府で働き、三男はL郷で働いている。息子全員が
都市戸籍で、夫婦二人が村に住んでいる。請負地は、水田が4畝で、水田には散播（直播き）で水
稲一期作を行い、昨年は 1畝250kgの米を生産し、買い付けに来る商人に 1千kgを販売した。旱
田は 2畝で、柑橘を栽培している。
(2)農家B (第 6組、村会計、 1974年生まれ、中卒、 30歳）
家族は本人・妻（中卒、 27歳）• 長女 (4歳）・父（小卒、 55歳）・母（小卒、 53歳）の 5人であ
る。本人は1993年に当兵（軍に入隊）し、 1996年に除隊し帰郷して村幹部となった。現在は村会計
をしており、その手当てが年 5 千~6 千元であり、 2001年は 6 千元と最高であった。妻はA市の喫
茶店に勤めており、時々帰宅する。子供は両親が世話をしている。農業は両親が行い、農繁期は本
人も手伝う。請負地は家族4人に対して 6畝で、水田が4.5畝、旱田が1.5畝であり、水稲二期作を
行い、収穫後に油菜を栽培する。旱田には落花生とサツマイモを栽培している。養豚は自家用に 1
頭飼育している。水費は水田面積に応じて負担し、 1 畝につき 15元~20元である。娘は大学まで進
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学させたいと言う。
(3)農家C (第 6組、高卒、 43歳）
家族は本人・夫（高卒、 46歳）• 長女（大卒、 22歳）・次女（大学 1年、 18歳）の 4人である。一
人っ子政策に違反して 2人目を産んだので、罰金としてベッドを持って行かれたと言う。本人は第
8組から第6組に嫁ぎ、農業をしている。夫は1983,._,86年に当兵して運転資格を取得し、除隊後に
結婚し、 1992年まで運輸業を営んだ。その後、自分で商売をし、現在は木材を取り扱う商売をして
いる。 3,._, 4日に 1度帰宅する。長女は大学を卒業し、長沙市で部屋の内装デザインをしており、
月 1~2 千元の収入がある。次女は長沙交通学院で英語を勉強しており、学費や生活費として 1 年
に1万元が必要である。請負地は 4畝余で、水田が2畝余、旱田が2畝余で、水田には水稲一期作
を、その後作として油菜を栽培している。これらは全て自家消費用である。水稲一期作であるのは
労働力がないからであり、田植えをせずに直播きを行っている。旱田には大豆を栽培し、これは販
売している。将来は離農して都市にいる子供たちと生活する予定であり、耕地は兄に転包（又貸
し）するつもりである。水費は 1畝につき10数元である。農業収入は約 2千元であり、総収入は
1 万元~2 万元で、総収入に占める農業収入は約20%である。
(4)農家D (第6組、 1968年生まれ、中卒、 37歳）
家族は本人・妻（中卒、 37歳）• 長女（中学 3年、 16歳）・父（小卒、 63歳）・母（小卒、 58歳）
の 5 人である。農業は本人と父が行い、 1991年より妻が雑貨店経営を始め、年 5~6 千元の収入が
ある。姉が広州へ商売のため出稼ぎに行ったので、母は一緒について行き家にはいない。請負地は
6畝で、その外に他人の土地6畝を転包し、計12畝を経営している。委託農家は出稼ぎで金がある
ので農業をしたくなく、他人に土地を貸している。水田は水稲二期作で、後作として 1,._, 2畝に油
菜を栽培している。労働力が少ないので田植えをせず散播を行っている。農業経営は 1年に 1カ月
間を費やすだけで、農業収入は約 1万元であり、米は50kg76元で本村人の穀販子（穀物商人）に
5~6 千 kg を販売し、この穀販子は米を長沙市で販売している。本人は 3 ,._, 4年前から A市へ清
掃エとして時々出稼ぎに行き、 1日30元、月 1千元の収入がある。最初はA市在住の友人を介して
紹介され、現在では経営者から電話があれば出かける。昨年は 7万元を費やして住宅兼店舗を新築
した。店の肉類は毎日市場へ買い付けに行く。総収入は 1万 5千元で、農業収入は総収入の50%で
ある。
(5)農家E (第4組、 1980年生まれ、都市戸籍、中卒、 25歳）
家族は本人・妻（高卒、 23歳）• 長男 (5カ月）・父（中卒、 61歳）・母（小卒、 54歳）・兄（都市
戸籍、高卒、 28歳）・兄嫁 (1981年生まれ、中卒、 23歳、 A郷W村出身）• 長男 (3歳）の8人であ
る。本人はA市化学工場（農薬生産）で働いていたが、農薬生産は体に悪く依願退職し、現在は父
の仕事を手伝っている。妻はH郷 S村第 7村民小組の出身で、子供が小さいので仕事はしていな
い。父は化学肥料工場で働いていたが、 1995年に退職し、 2000年から本村と隣村の農民を相手に化
学肥料を販売している。本人は1997年に高校を卒業して父と頂替して別工場で働くようになり、都
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市戸籍を取得した。 2000年に当兵し、 2002年に除隊して帰郷し、梢案がそのまま残されている工場
に戻った。現在は退職し、父親の化肥商を手伝っている。兄は1995年に 6千元で戸籍を購入して都
市戸籍となり、 1995年に運転免許を取得して運転手をしている。兄嫁はA市で働きA市に住んでい
る。請負地は 4 畝であったが、母と兄• 本人の 3畝を村へ返還し、水田は 1畝、旱田は0.2畝であ
る。水田は水稲一期作で、 400kgの収穫がある。旱田には落花生と黄豆を栽培している。農業は母
が行い、父も手伝っているが、営農期間は僅か 1ヵ月未満である。総収入に占める農業収入の比率
は0%である。
(6)農家F (第7組、 1968年生まれ、小卒、 37歳）
家族は本人・夫（中卒、 39歳）• 長男（小学6年、 14歳）の 3人である。本人は1987年に結婚し、
1988年から自転車に西瓜や卵を乗せて販売していた。 2001年に郷道ができ、郷道横に5,400元/m2
を費やして店舗兼住宅 200余mを建て、 2002年から雑貨店を経営している。商品は卸売市場へ行
き購入していたが、現在では公司から直接持って来る。雑貨店を始めるに当たり資金は親戚・友達
から借り入れた。夫は 3年前に運転免許を取得し、三輪車で人や荷物を運んでいる。請負地は水田
が 3 畝、旱田が0.7~0.8畝で、水田は直播きで水稲一期作を、その後に緑肥として紅花を栽培して
おり、旱田には落花生を栽培している。営農期間は 1ヵ月である。水稲は 1畝当たり500kgの収穫
があり、 900kgは自家消費し、残りは買い付けに来る商人に77元/100斤で販売した。落花生は 1
畝当たり150kgを収穫し、 1斤2元で販売している。本人は農業を希望せず、農地は要らないと言
う。その理由は労働力が足りず、農業収入が少ないからである。年収は約3万元であり、農業収入
は総収入の10%以下と言う。郷道建設はマレーシア華僑が200万元を出資し、村民が労働力を提供
して建設した。
(7)農家G (第7組、 1954年生まれ、小卒、 51歳）
家族は本人・夫（小卒、 1951年生まれ、 54歳）• 長男（職中卒、 31歳）．嫁（高卒、 30歳）・孫女
（小学 1年、 1997年生まれ、 8歳）・次男（職中卒、 29歳）．嫁（小卒、 26歳）・孫女 2人（小学 1
年、双子、 8歳）の 8人である。長男は職業中学卒業後に農業に従事していたが、 5年前に天津へ
出稼ぎに行き、今はA市で飯館を経営している。次男も職業中学卒業後に農業をしていたが、結婚
後に嫁と長男の嫁がA市の橋南市場で服装を加工しており、本年からA市の橋南市場で服装の商売
をしている。それゆえ、本村に住んでいるのは本人と夫の 2人だけである。請負地は水田 9畝と旱
田1畝であり、水田は 7筆に分散し、直播きで二期作を行い、その後に緑肥として紅花を栽培して
いる。旱田には油菜• 落花生・大豆を栽培している。水稲は 1畝当たり約500kg、総計5千kg以
上の収穫があり、その多くは息子家族に送ったりして自家消費し、販売するのは僅かである。 1993
年にレンガ工場ができ、夫はそこで働き、本人は1993年から小さな雑貨店を経営している。農業は
本人と夫の 2人だけで、農繁期は子供も手伝ってくれるが、田植えと収穫に各1週間を費やすだけ
である。昨年は豚2頭を飼育していたが、春節に屠殺して食べ、今年は飼育していない。養鶏は15
羽である。
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2. y村の農家経済と出稼ぎ
(8)農家H (周家組、村支部書記兼主任、中卒、 41歳）
471 
家族は本人・妻（中卒、 40歳）• 長男（高卒、 19歳）・次男（中専 2年、 17歳）の計4人である。
本人は中学校卒業後にD県化学工場で 5年間働き、当時の給料は月120元であった。 2001年からは
村幹部となり、現在は村支部書記兼村主任である。ただし、村幹部手当てをほとんどもらっておら
ず、村幹部を辞めたいと不満を言う。普段は妻と農業をしており、請負地は 6畝で、 3畝は二期
作、残りの 3畝は一期作をしており、農業に要する期間は約 2ヵ月である。今年は肥料価格が高騰
したので、多数の耕地が経営されず放棄されている。妻は村内で雑貨店を経営しており、次男の学
費負担が 2 万元と大きく、本人の弟が援助している。年収は 1 万~1 万 5 千元で、農業収入はその
うちの約10%である。
(9)農家 I (肖家組、村副書記、中卒、 42歳）
家族は本人・妻（中卒、 44歳）• 長女（高校生、 15歳）• 長男（小学 3年、 10歳）の 4人である。
本人は1993年に肖家組組長、 1996年に会計、 2000年に社会治安員、 2005年に副書記となった。普段
は農業に従事している。妻は1996年から親戚の紹介で広東省恵東市の玩具工場へ出稼ぎに行き、年
に2回帰省する。妻の年収は 7千元で、そのうち 5千元を送金してくる。出稼ぎのバス交通費は
160元で、広州まで19時間を要する。請負地は 7畝で、 3.5畝に直播きによる二期作、残りの3.5畝に
直播きによる一期作を行い、水稲収穫後には油菜を栽培している。年収は 8 千~1 万元で、農業収
入の比率は約20%である。
(10)農家J (曽家組、村会計、高卒、 38歳）
家族は本人・妻（小卒、 35歳）• 長男（中学 2 年、 15歳）• 長女（小学校退学、 13歳）・父（小卒、
66歳）の 5人である。本人は1997年に曽家組の組長となり、 2003年に会計となった。普段は父親と
一緒に農業に従事し、葬式の音楽隊の仕事が臨時的にあり、その収入が年間5千元になる。妻は身
体障害者で家事をしており、長男は中学生である。請負地は 7畝で、直播きで水稲二期作を行って
いる。営農期間は約 2 ヵ月である。養豚はしていない。年収は 8 千~1 万元で、そのうち農業収入
は約40%であり、会計の手当て約 1万元はまだもらっていない。村内でもっとも貧しい村民小組は
正吉組と曽家組である。
(11)農家K (張家組、高卒、 45歳）
家族は本人・妻（中卒、 44歳）• 長女（中卒、 22歳）・次女 (A職業中専卒、 20歳）• 長男（高三
で退学、本年4月から当兵、 18歳）の計 5人である。本人は高卒後に友人と親戚から借金して1997
年に建設用セメント杭工場を創設し、従業員10人を雇用し、 1万元の年収があった。技術は友人が
同じような工場に働き学んだことによる。 1988年に資金繰りに困り倒産した。当時、同様の工場が
11社もあり、現在は 7社に減少した。本人と妻は農業に従事し、長女は 4年前の18歳の時に親戚の
紹介で広東省恵東市の花屋に出稼ぎに行き、月給は600.-.,700元である。送金はなく、 1年に 1回帰
省する。次女は昨年に親戚の紹介で広東省深訓市のスーパー店員として出稼ぎに行き、月給は800
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元である。長男は高校を中退したが、出稼ぎに行ったことがかない。広東省へのバス代は140元～
150元を要し、 18時間~19時間かかる。請負地は4.7畝で直播きで水稲二期作を行い、 1畝当たり
600kgの収穫がある。張家組の出稼ぎ者は労働力の65%である。営農期間は 2ヵ月半で、豚1.5頭
を飼育し、 500~600元の収入があった。総収入に占める農業収入の比率は約30%である。本人の悩
みは収入の少ないことである。現在の家屋は1972年に建築した。計画生育違反の罰金は 1千元余で
あった。
(12)農家L (張家組、小卒、 60歳）
家族は本人・妻（小卒、 57歳）• 長男（高卒、 35歳）．嫁（中卒、 30歳）・孫女（中 1年、 12歳）．
孫男（小学 1年、 7歳）、次男（中卒、 32歳）．嫁（中卒、 32歳）・孫男（知恵遅れ、 9歳）・孫女
(3歳）・三男（中卒、 29歳）．嫁（中卒、 26歳）・孫男（幼稚園、 5歳）の13人である。本人は1963
年～現在まで農業機械修理をしており、年 2~3 千元の収入があったが、現在では300元前後であ
る。長男は1998年から 2年間村民小組会計となり、農業に従事した後、 2002年から深訓へ内装工と
して出稼ぎに行った。長男の嫁も2003年から内装工として深訓へ出稼ぎに行った。次男の嫁は 4年
前に親戚の紹介で広東省恵東市の商店に出稼ぎに行っていたが、半年前に親戚の紹介で次男と一緒
に深訓へ内装工として再び出稼ぎに行った。農業は本人と妻の 2人である。請負地は11畝あった
が、 5畝を兄に提供して 6畝となり、 3畝に直播きで水稲二期作、 3畝に直播きで水稲一期作を
行っている。営農期間は約2ヵ月である。養豚はしていない。農家Lでは各種の税金負担表を見せ
てくれ、初めて写真 1のような「農民負担監督ド」なるものを見た。
また、学費負担は 1学期で学費171元、保険20元、食費 1日1.5元で150元が必要であり、年間682
元となり、これに交通費200元を加えると882元を要する。中学に入ると、負担項目はさらに多くな
り、金額の明言は避けたが、教科書代・食費・雑費・水 写真 1 「湖南省農民負担与補貼監督ヤ」
費・電気代・保険費・試験代・宿舎費・報刊費（新聞雑
誌代）・医療費などの費用が必要とのことである。最大
の悩みは農民負担の多いことである。本村の村民委員会
選挙はインチキであり、得票数は鄭某が560票、陳某が
300票であったにもかかわらず、上級の横槍で陳某が当
選した。
(13)農家M (JI(何組、小卒、 55歳）
家族は本人・妻（中卒、 50歳）• 長女（中卒、 23歳）．
長男（高卒、 21歳）の 4人家族である。本人は19歳で当
兵し、 7年間軍隊にいた。 26歳で除隊して帰省し、農業
をしている。妻は1980年代に小学校教師をしたが、給料
がなかったり少なかったりしたので辞め、本人と 2人で
農業に従事している。長男は高校卒業後に広東省東莞市
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へ出稼ぎに行き、自分で長安鎮のコンピューター組立工場の仕事を見つけた。月給は 1千元で、 4
年の間に 1度だけ帰省した。長女は15歳の時に親戚の紹介で広東省恵東市の電子工場へ10ヵ月間出
稼ぎに行き、 500元を家に入れてくれた。帰省して後、 D鎮へ出稼ぎに行き、 D賓館で 5年働いた。
月収は700~800元で、毎年 3 千元を送金してくれた。 21歳で結婚し、 2003年から夫と一緒に深訓で
小商店を経営し、毎年 1千元を送金してくる。請負地は水田が6.5畝で、 70%の水田に直播きで水
稲一期作、 30%の水田に直播きで水稲二期作を行っている。営農期間は約2ヵ月である。養豚はし
ていない。農業収入は2,500元で、雑工にも従事し 1千元の収入がある。昨年の農民負担は850元で、
耕地面積と家族数に応じて500余元を郷から村、村から組へと割り当てられた。具体的には税費が
120元 (1畝当たり 17元）、修橋費50元、両工35元、雑工費12元、春徴利息2元などである。現在の
住宅は1984年に借金と貯金で建設した。
(14)農家N (川伺組、中卒、 34歳）
家族は本人・妻（中卒、 32歳）• 長女（小学 5 年、 11歳）• 長男 (3歳）・父（小卒、 56歳）・母
（非識字、 54歳）・祖父（小卒、 81歳）・祖母（非識字、 82歳）の 8人である。本人は17歳の時に親
戚の紹介で広東省恵東市の化学工場へ出稼ぎに行き、 2年間働き19歳の時に村へ戻り商売を始め
た。現在は祖父母を除く家族全員が農業を営み、本人は副業として井戸堀りの請負いと肥料販売を
している。父は雑エとして働きに行ったが、現在では副業として木製椅子を数人で作っており、 1 
個の椅子が8元で 1日25元となり、年2千元の収入となる。長女はE中心学校に通っている。請負
地は15畝で、そのうち7.5畝は直播きで水稲一期作を、残りの7.5畝には直播きで水稲二期作をして
いる。営農期間は約 2 ヵ月である。養豚はしていない。米は 7~g 千斤を販売しており、年収は
1万 5千元で、農業収入は 5千元である。現在の立派な家屋は2001年に親戚から建築費の約30%を
借金し 7万元を費やして建設した。現在の化学肥料の高騰は国家のマクロ調整が原因である。
(15)農家0 (張家組、中卒、 38歳）
家族は本人・妻（中卒、 38歳）•長女（中学 3 年、 15歳）の 3 人である。本人は中学卒業後に農
業に従事し、 4~5 年は花火作りに従事し、 12年間は木工をし、出稼ぎには行かなかった。現在は
妻と農業に従事し、営農期間は約 2ヵ月間であり、 1年のうち約 5ヵ月間出稼ぎに行き、出稼ぎ収
入は約3,500元である。妻も1995年に広州市へ出稼ぎに行ったが、給料が少ないことから 1ヵ月後
に戻ってきた。請負地は 6畝で、 4畝は頂播きで二期作を、 2畝は直播き一期作を行っている。農
業経営において最大の問題は灌漑用水であり、水不足のため二期作が不可能である。総収入に占め
る農業収入の比率は約30%であると言う。
(16)農家p (鄭家組、中卒、 43歳）
家族は本人・夫（高卒、 46歳）• 長男（中卒、 23歳）・次男（中卒、 21歳）・母（小卒、 74歳）の
5人である。本人と夫は農業に従事し、 1992年から親戚から 4万元を借金をして村で雑貨店を経営
しており、 2002年に道路沿いに8.5万元を費やして商店兼住宅 (500mりを建設し、土地購入費3,000
元を郷政府国土管理姑に支払った。雑貨店の年収は 6千元で、税金として工商税が200元、国税500
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元、屠殺税1,200元（豚肉販売）がある。店舗の規模は村内店舗中で最大であり、バスが発着する
村の中心地に位置する。長男は1998年から広東省恵東市に出稼ぎに行き、タクシー運転手をしてお
り、 1年 1回帰省する。年間5千元を送金してくる。次男はトラクターで運送業をし、年収は 3千
元である。請負地は 8畝で、他人の土地8畝を転包しており、経営面積は計16畝である。 8畝に直
播きで二期作、残り 8畝に直播きで一期作を行っている。営農期間は約 3ヵ月で、豚2頭を飼育
し、その収入が 1千元、養鶏は30羽ですべて自家消費用である。農業経営の最大の問題は水不足
で、灌漑水がなければ農業収入は減少する。昨年の農業収入は 6千元で、税金が多すぎると不満を
述べる。
(17)農家Q (張家組、 81歳）
家族は本人・長男（小卒、 51歳）・養女（中学3年、 17歳）の 3人である。長男は農業に従事し、
農業収入は 3千元である。また、自分で仕事を探して雑業に従事し、年 5千元くらいの収入があ
る。本人は家事をしている。長男の嫁が死亡し、子供がいないので他人の子供を養女として育てて
いる。 2002年に親戚から3,500元を借りて 8千元を費やして家屋を新築した。請負地は 3畝で、他
人の土地1畝を転包している。 3畝に田植えで水稲二期作を、 1畝に田植えで水稲一期作を営んで
いる。営農期間は約2ヵ月で、自家用に養鶏をしている。長男の悩みはE中心学校に通学する養女
の学費と生活費（学校寄宿舎に住み、寮費と食費が要る）であり、長男自身の病気である。
(18)農家R (肖家組、都市戸籍、医専卒、 37歳）
家族は本人・妻（都市戸籍、中卒、 37歳）• 長男（中学 1年、 12歳）・父（都市戸籍、中卒、 65
歳）、母（小卒、 59歳）の 5人である。本人と父と妻は都市戸籟であり、母と妹は農村戸籍である。
父は軍人を退役して村で医者となり、 1991年に医者を辞めた。本人は1989年 (22歳）の時に郷村医
となり、 2000年 (24歳）に私営の診療所を始めた。妻は郷糧食姑で働いていたが、 2002年に下岡
（レイオフ）され、退職金として 1万元を受け取った。郷糧食姑は2004年に私営となった。現在は
診療所の手伝いをしている。診療所の経費として検育費500元、管理費600元、消毒費120元が必要
である。子供の学校経費として学費が年 1千元で、学期ごとに水費60元、電気代50元、雑費200元、
捐款（寄付金）があり、生活費として 1日3元が必要である。請負地は3.7畝で、水稲二期作を田
植えして行っており、家族の誰も農業をせず、人を 1ヵ月ほど屈用して農業経営をしている。自家
消費用に豚1頭を飼育している。
(19)農家s(川匈組、小卒、 62歳）
家族は本人・妻（小卒、 63歳）• 長男（中卒、 38歳）．嫁（中卒、 38歳）・次男（中卒、 27歳）．嫁
（中卒、 26歳）・孫娘（小学 5年、 10歳）・孫男（小学 3年、 8歳）の計8人である。次男と嫁は
2000年から広東省恵東市へ出稼ぎに行き、靴工場の仕事を自分で見つけ、 1年に 1回帰省する。月
給は各600元である。孫2人の面倒は本人が見ている。長男は16年間、違法なタバコ販売とスッポ
ンの養殖をしていたが、共同経営者にスッポンを持ち逃げされ、刑務所に入ることになった。 2004
年に次男から 4万元と親戚から 1万元を借りて、 6万5千元を費やして家屋を新築した。請負地は
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11畝あり、直播きで水稲一期作を行い、農業に約 3ヵ月間従事する。昨年までは人を雇って農業経
営をしていたが、今年から本人と長男で農業経営をしている。自家用に豚1頭飼育している。農業
経営では現金収入がなく、国家は政策を着実に実行していないと不満を述べる。というのは、国家
が食糧農家に対して 1畝当たり40元の補助金を出すというが、実は昨年17元を受け取っただけであ
る。今年から肥料価格が30%高騰した。農業経営において水不足が悩みである。孫たちはE郷にあ
るE中心学校に通学している。
以上が農家インタビューに基づく農家経済と出稼ぎの実態である。
IV. 農家経済と出稼ぎ一農家アンケート調査
1 . アンケート農家の経済概況
農家アンケート調査は村幹部の協力を得て、アンケート表の配付と回収を依頼し、 X村では第 1
村民小組（戸数24戸）と第3組 (39戸）、第 6組 (47戸）、第9組 (28戸）、第10組 (19戸）、第11組
(12戸）と、計6組169戸中121戸の農家アンケート調査を実施し、回収率は71.6%であった。 Y村
では、周家組 (31戸）と肖家組 (24戸）、川匈組 (18戸）、田庄組 (34戸）、正吉組 (20戸）、曽家組
(19戸）と、計6組146戸中146戸の農家アンケート調査を実施し、回収率は100.0%であった。
まず、回答者（戸主）の男女比を表18から見ると、 X村と Y村とも男性戸主が95.9%で、女性戸
主が4.1%であり、戸主は男性である。回答者の年齢を表19から見ると、両村とも30代が最多で
31.4% と 33.6%で、次が40代の24.8% と 24.0%、第三位が50代の22.3% と 21.9% であり、 30代~50代
がそれぞれ78.5%と79.5%と圧倒的多数を占めており、農家の戸主は働き盛りの青壮年である。回
答者の婚姻年齢と婚否状況を表20から見ると、 21歳~25歳が53.7% と 54.8% と過半数を占め、次が
15歳~20歳が26.5% と 19.9%であり、 26歳~30歳が10.7% と 13.0% と非常に少なく、農村は早婚であ
ることが窺える。配偶者の出身地を表21から見ると、 X村では本村人が14.4%、本郷人34.8%、隣
郷人30.5%と、農民の社会経済活動範囲は狭く、約 8割 (79.7%)の配偶者が近隣の出身である。
同様に、 Y村でも本村人が14.4%、本郷人22.0%、隣郷人39.4%で、近隣出身者が75.8%を占め、ほ
ぼX村と同じであり、内陸農村においては農民の活動領域はあまり拡大していないことが窺える。
表18 回答者（戸主）の男女比
村 回答者 男性 女性 無回答 合計
X 村 人数 116 5 ゜ 121 ％ 95.9 4.1 100.0 
y 村
人数 140 6 ゜ 146 ％ 95.9 4.1 100.0 出所）農家アンケート調査に基づく。以下、同じ。
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表19 回答者の年齢
20代 30代 40代 50代 60代 70以上
6 38 30 27 15 2 
5.0 31.4 24.8 22.3 12.4 1.6 
2 49 35 32 17 11 
1.4 33.6 24.0 21.9 11.6 7.5 
表20 回答者の婚姻年齢と婚否状況
15-20歳 21-25歳 26-30歳 31-35歳 36-40歳 41歳以上 無回答
32 65 13 ゜゜゜ 8 26.5 53.7 10.7 6.6 
29 80 19 2 1 1 ゜19.9 54.8 13.0 1.4 0.7 0.7 
表21 配偶者の出身地
無回答
3 
2.5 
゜
未婚
3 
2.5 
14 
9.6 
出身地 本村 本鎮 隣郷 区内・ 区外・ 市内 市外 省外 無回答県内 県外
人数 17 41 36 13 2 ゜ 1 3 5 ％ 14.4 34.8 30.5 11.0 1.7 0.8 2.6 4.2 
人数 19 29 52 11 7 2 2 3 7 
％ 14.4 22.0 39.4 8.3 5.3 1.5 1.5 2.3 5.3 
合計
121 
100.0 
146 
100.0 
合計
121 
100.0 
146 
100.0 
合計
118 
100.0 
146 
100.0 
回答者の職業を表22から見ると、 X村では農業が45.9%、次が副業14.5%、商売12.8%、第四位
に出稼ぎ12.2%が続いている。一方、 Y村では農業が43.5%、出稼ぎ28.3%、副業17.7%と、出稼ぎ
の比重が高い。両村とも農業が四十数％と第一位であるが、 Y村では副業を除いてこれといった仕
事がなく、回答者の28.3%が出稼ぎに出ている。一方、 X村はA市区に比較的近いことから商売を
する者が出稼ぎ者とほぼ同数おり、両者を合計すれば25.0%となり、 Y村の出稼ぎ28.3%より若干
少ないが、出稼ぎに出る代わりに商売に従事しているようである。回答者の学歴を表23から見る
と、中卒が最多の42.2%と48.6%であり、 X村は高卒が35.5%占め、中卒以下が56.2%と、 Y村の
80.8%に比して非常に少なく、都市近郊農村の特徴を示している。
表22 回答者の職業（複数回答）
村 職業 農業 副業 商売 正式エ 臨時エ 出稼ぎ その他 無回答 合計
X 村
人数 79 25 22 2 4 21 2 17 172/121 
％ 45.9 14.5 12.8 1.2 2.3 12.2 1.2 9.9 100.0 
y 村
人数 103 42 6 2 3 67 2 12 237/146 
％ 43.5 17.7 2.5 0.8 1.3 28.3 0.8 5.1 100.0 
表23 回答者の学歴
村 学歴 非識字 半識字 小学 中学 高校 大専大学 無回答 合計
X 村
人数 ゜ 1 16 51 43 ゜ 10 121 ％ 0.8 13.2 42.2 35.5 8.3 100.0 
人数 10 4 33 71 15 1 12 146 
y 村 ％ 6.9 2.7 22.6 48.6 10.3 0.7 8.2 100.0 
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表24から回答農家の耕作面積を見ると、 X村では最多が 4~5 畝の24.8%、次が 6~8 畝に
22.3% 、 2~4 畝に19.0% 、 0~2 畝に 12.4% で、 8 畝未満が78.5% と約 8 割を占めており、 6 畝未
満であれば56.2%である。既述したように、 X村 1戸当たりの平均耕地が4.37畝であったことから
ほぼ妥当な数値のように思える。 Y村では、最多が 2~4 畝の26.7%、次が 4~5 畝の19.2% 、 6
~s 畝に17.1% 、 0~2 畝に 15.1% となっており、 8 畝未満が78.1% 、 6 畝未満が61.0% となり、 X
村よりも経営規模が小さい。 Y村 1戸当たりの平均耕地面積が5.04畝であったので、アンケート農
家の経営規模は村全体よりもやや小さいようである。回答農家の年収を表25から見ると、 X村では
1 万~1.5万元の26.4% をピークに、 1.5万~2 万元に19.8% 、 8 千~1 万元に14.9% 、 2 万~3 万元
に 13.2% と山を描いている。同じく、 Y村では 3 千~5 千元の28.1%をピークに、 5 千~s 千元
21.2%、 1 千~3 千元19.9% 、 8 千~1 万元13.0% という山を描いており、 Y村は X村に比して農
家収入がかなり少ない。この違いはどこから来ているのであろうか。
表24 回答農家の耕作面積
村 耕作面積 0-2畝 2-4畝 4-6畝 6-8畝 8 -10畝 10畝以上 無回答 合計
X 村
戸数 15 23 30 27 3 1 22 121 
％ 12.4 19.0 24.8 22.3 2.5 0.8 18.2 100.0 
y 村 戸数 22 39 28 25 7 6 19 146 
％ 15.1 26.7 19.2 17.l 4.8 4.1 13.0 100.0 
表25 回答農家の年収
村 年収 1千元 1千～ 3千～ 5千～ 8千～ 1万～ 1.5万～ 2万～ 3万元 無回答 合計以下 3千元 5千元 8千元 1万元 1.5万元 2万元 3万元 以上
X 村
戸数 ゜ 5 8 6 18 32 24 16 12 ゜121 ％ 4.1 6.6 5.0 14.9 26.4 19.8 13.2 10.0 100.0 
村
戸数 11 29 41 31 19 7 2 3 ゜3 146 y ％ 7.5 19.9 28.1 21.2 13.0 4.8 1.4 2.1 Z.1 100.1 
表26を見ると、 X村の農業収人は 3 千~5 千元が45.5% と最多で、 Y村では 1千~3 千元が
51.4%と最多であり、農業収人に格差はあるが、それほど大きな格差ではない。
表26 回答農家の農業収入
村 農業収人 1千元以下 l 千~3 千元 3 千~s 千元 5 千~s 千元 無回答 合計
村
戸数 1 31 55 8 26 121 
X 
％ 0.8 25.6 45.5 6.6 21.5 100.0 
y 村
戸数 43 75 4 ゜ 24 146 ％ 29.5 51.4 2.7 16.4 100.0 
2. 農家経済と出稼ぎ
農家経済格差は農外就労から生まれている。表27から農外就労時の職種を見ると、 X村では出稼
ぎが56.5%、商売22.8%とあり、 Y村では出稼ぎが89.3%である。つまり、農業以外に出稼ぎや商
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売を行うことで、農家は収入を極大化させている。では、誰が出稼ぎに行くのであろうか。表28を
見ると、 X村では本人が50%と最多で、娘20.6%、配偶者17.4%、息子12.0%が続く。 Y村では息
子が最多の32.0%で、本人27.2%、配偶者25.4%、娘11.8%と続く。つまり、一家の大黒柱が出稼ぎ
に出ており、農家は農業経営を省力化することで労働時間を見出し、出稼ぎで現金収入を得るとい
う構図である。それではどこへ出稼ぎに行くのか。表29を見ると、 X村はA市区に近いことから B
区内が56.2%を占め、次が省外、つまり沿海大都市が26.1%である。付近に就労場所の少ないY村
では省外が80.5%と圧倒的比重を占め、その多くは沿海大都市への出稼ぎである。
表27 農外就労時の職種
村 職種 正式エ 臨時エ 商売 出稼ぎ 郷村幹部 その他 無回答 合計
X 村
人数 ゜ 4 21 52 2 ゜ 13 92/121 ％ 4.4 22.8 56.5 2.2 14.1 100.0 
村
人数 2 5 3 151 1 4 3 169/146 y 
％ 1.2 3.0 1.9 89.3 0.6 2.4 1.8 100.0 
表28 回答農家の出稼ぎ者
村 出稼ぎ者 本人 配偶者 兄弟 姉妹 息子 娘 その他 合計
X 村
人数 46 16 ゜ ゜ 11 19 ゜92/121 ％ 50.0 17.4 12.0 20.6 100.0 
y 村
人数 46 43 1 ゜ 54 20 5 169/146 ％ 27.2 25.4 0.6 32.0 11.8 3.0 100.0 
表29 回答農家の出稼ぎ先
村 出稼ぎ先 本村 本郷 本区・県 区・県外 省外 無回答 合計
X 村
人数 5 ゜ 48 5 24 10 92/121 ％ 5.4 52.2 5.4 26.1 10.9 100.0 
y 村
人数 5 3 3 10 136 12 169/146 
％ 2.9 1.8 1.8 5.9 80.5 7.1 100.0 
出稼ぎはいつ頃から始まったのであろうか。表30を見ると、両村とも2000-----05年が半数以上を占
め、次が1996-----00年の13.0%と25.4%であり、 1991-----95年は非常に僅かである。つまり、両村とも
出稼ぎは比較的最近のことであり、それまでは農業中心の生活していたものと考えられる。出稼ぎ
仕事の紹介者を表31から見ると、無回答が半数近くを占めているが、 X村では親戚友達が21.7%、
自分で20.6%で、 Y村では親戚友達が28.1%、自分で22.5%と、基本的に個人の力で仕事を見つけ
ている。出稼ぎは誰と一緒に行くのかを表32から見ると、友達・兄弟親戚.1人の合計がそれぞれ
65.2%、52.1%を占めており、ここにも表31と同じ傾向を読み取ることができる。
農民は年間を通じてどれほどの期間、出稼ぎに行っているのかを表33から見ると、 X村では240
---350日が40.2%と最多で、つまり農繁期のみ農業を営み、出稼ぎに出る者が多く、次は350日以上
が20.6%と、丸々 1年間出稼ぎに行く者が2割を占めている。一方、 Y村では240-----350日が84.0%
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を占め、農繁期のみ農業を営み長期の出稼ぎに行く者が8割以上を占めている。出稼ぎ者の帰省回
数を表34から見ると、交通の便が悪いY村では 1回が64.5%と最多であるのに対して、交通の便の
よいX村では 3回以上が34.8%と最大であり、これらのアンケートから農家経済水準と出稼ぎの行
きやすさを読み取ることができる。
表30 出稼ぎ開始年度
村 出稼ぎ先 1991-95年 1996-00年 2000-05年 無回答 合計
X 村
人数 1 12 46 33 92/121 
％ 1.1 13.0 50.0 35.9 100.0 
村
人数 4 43 111 11 169/146 y 
％ 2.4 25.4 65.7 6.5 100.0 
表31 出稼ぎ仕事の紹介者
村 紹介者 親戚 本村人 村幹部 求人 地方 労務 自分で その他 無回答 合計友達 政府 市場
X 村
人数 20 3 ゜ 1 ゜ 1 19 1 47 92/121 ％ 21.7 3.3 1.1 1.1 20.6 1.1 51.1 100.0 
y 村
人数 48 ゜゜ 1 2 5 38 1 74 169/146 ％ 28.4 0.6 1.2 3.0 22.5 0.6 43.8 100.0 
表32 出稼ぎ時の同伴者
村 同伴者 友達 兄弟親戚 同村人 1人 その他 無回答 合計
X 村
戸数 27 10 3 23 ゜ 29 92/121 ％ 29.3 10.9 3.3 25.0 31.5 100.0 
y 村
戸数 32 27 ， 29 1 71 169/146 
％ 18.9 16.0 5.3 17.2 0.6 42.0 100.0 
表33 1年間の就労日数
村 就労日数 150日以下 150-180日 180-240日 240-350日 350日以上 無回答 合計
X 村
人数 2 ゜
， 37 19 25 92/121 
％ 2.2 9.8 40.2 20.6 27.2 100.0 
y 村
人数 11 1 7 142 ゜ 8 169/146 ％ 6.5 0.6 4.2 84.0 4.7 100.0 
表34 出稼ぎ者の 1年間の帰省回数
村 回数 1回 2回 3回以上 無回答 合計
X 村
人数 14 5 32 41 92/121 
％ 15.2 5.4 34.8 44.6 100.0 
y 村
人数 109 21 8 31 169/146 
％ 64.5 12.4 4.7 18.4 100.0 
それでは、出稼ぎ者の年収はどれくらいであろうか。表35を見ると、 X村では 5 千~1 万元が
ピークの26.1%を占め、 1 千~5 千元19.6% 、 1 万~2 万元15.2% であり、 Y村では 1 千~5 千元
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が65.1% 、 5 千~1 万元が21.3% 、 1 元未満が 7.1%である。つまり、 X村と Y村の経済格差は農業
収入よりも農外収入、特に出稼ぎ収入の格差に原因がある。農家の出稼ぎ目的を表36から見ると、
X村では教育費32.5%、結婚費20.3%、生活費17.9%、住宅建設9.0%であり、 Y村では生活費が
33.2%、住宅建設27.0%、教育費19.6%、結婚費8.2%と、その内容を異にする。 X村では教育費が
最大目的であるのに対して、 Y村では生活費が最大目的であり、同じ内陸農村でも経済事情が大き
く異なっている。
表35 回答農家の出稼ぎ者の年収
村 年収 1千元以下 1 千~5 千元 5千-1万元 1 万~2 万元 2万元以上 無回答 合計
X 村
戸数 3 18 24 14 6 27 92/121 
％ 3.3 19.6 26.1 15.2 6.5 29.3 100.0 
y 村
戸数 12 110 36 2 ゜
， 169/146 
％ 7.1 65.1 21.3 1.2 5.3 100.0 
表36 出稼ぎ者の出稼ぎ目的
村 目的 生活費 住宅 教育費 結婚費 医療費 養老費 借金 その他 無回答 合計建設 返済
X 村
人数 22 11 40 25 1 1 2 ゜21 123/121 ％ 17.9 9.0 32.5 20.3 0.8 0.8 1.6 17.1 100.0 
y 村
人数 122 99 72 30 5 3 6 1 29 169/146 
％ 33.2 27.0 19.6 8.2 1.4 0.8 1.6 0.3 7.9 100.0 
内陸農村での将来展望について見たのが表37である。 X村では無回答が非常に多いが、これを度
外視すると、本人は年齢的な諦めが働くのか農業が17.3%と最多であり、次が商売である。子供に
対しては進学が15.7%、商売12.4%、経営者9.9%、離農して都市で生活が8.3%であるが、農業は僅
か4.1%と少ない。ここに親の子供の将来に対する気持ちを読み取ることができる。一方、 Y村の
本人は農業43.3%、副業28.7%、商売10.8%と続くが、子供に対しては進学が26.7%、副業12.3%と
続き、農業は0.7%の最低である。要するに親は子供の将来に対し、農業に対し展望を抱いていな
いことが窺える。
表37 回答者の将来に対する希望と子供の将来に対する希望（複数回答）
村 将来の希望 農業 副業 商売 経営者 労働者 進学 国家 離農 その他 無回答 合計幹部
閃 人数 22 4 16 1 ゜1 1 ゜゜82 127/121 X ． ％ 17.3 3.1 12.6 0.8 0.8 0.8 64.6 100.0 
村 孟 人数 5 4 15 12 ゜19 6 10 ゜50 121/121 ％ 4.1 3.3 12.4 9.9 15.7 5.0 8.3 41.3 100.0 
閃 人数 68 45 17 7 ゜1 4 ゜7 8 157/146 y ％ 43.3 28.7 10.8 4.5 0.6 2.5 4.5 5.1 100.0 
村 孟
人数 1 18 20 25 1 39 7 4 2 29 146/146 
％ 0.7 12.3 13.7 17.1 0.7 26.7 4.8 2.7 1.4 19.9 100.0 
注）「離農」は「離農して都市で生活をする」ことである。
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最後に質問したのが現在最も欲しい物は何かである。表38に見られるようにX村では最多がお金
ではなく健康51.2%であり、応答者の年齢が30代~50代が77.8% と圧倒的多数を占めるにもかかわ
らず、健康を上げるのはこれまでのアンケート調査からは考えられない結果である17)。第二位は科
学技術の21.5%、第三位が家庭の幸福 9.9%であり、お金は第 5位の5.0%である。 Y村ではお金が
51.5%の最多であり、これが最も予想される答えである。第二位が住宅の19.5%で、その他を除く
と子供の進学が第三位である。
表38 回答農家の現在最も欲しい物（複数回答）
村 目的 お金 健康
X 村
戸数 6 62 
％ 5.0 51.2 
Y 村 戸数
88 2 
％ 51.5 1.2 
V. 農家経済と農民負担
1. 調査村の農民負担
子供の
成長
4 
3.3 
1 
0.6 
科学 子供の 家庭の 住宅技術 進学 幸福
26 8 12 ゜21.5 6.6 9.9 
゜16 ゜33 9.4 19.3 
その他 無回答 合計
3 ゜121/121 2.5 100.0 
30 1 171/146 
17.5 0.6 100.0 
最後に農民負担について考察する。湖南省A市B区c郷X村の農民負担は表39のごとくである。
X村では農民から農業税と農業税付加、一事一議褥備費、義務労働と労働蓄積としての両工費、水
費を徴収している。表39の両工費の出役日数は労働力 1人につき 8人日として算出され、計4,200
人日となっているが、「以資代労」（出役をお金で代替する）では労働力 1人につき 5日で計算して
おり、この点は不明である。農民負担は合計すると11万4527元となり、 1人当たり・ 1畝当たり負
担額はそれぞれ113.96元、 82.39元となる。つまり、 X村の 1戸当たり平均耕地面積が4.37畝である
から、負担金は360.04元とかなりの金額になる。
表39のX村の農民負担金を詳細に見ると、農業税は税金負担面積を1,390畝とし 1畝当たりの 3
年間の平均生産量を750kgで算出し、 1畝当たり31元の計4万2534元である。農業税付加は正税の
20%であることから 1畝につき 6元となり，計8,507元を負担しており、農業税合計は 5万1041元、
1畝当たり負担は37元である。 1戸当たり平均耕地面積が4.37畝であることから、 1農家平均の農
業税は161.69元となる。村民代表大会で自由に徴収を決めることのできる一事一議費は 1人当たり
15元を徴収しており、人口が1,005人であるから計 1万5075元となり、この他に両工費が 1日10元
の2,625人日の出役で、 2万6250元を負担している。水費は 1畝につき15.94元で、 15.49元 X1,390畝
=2万2161元の負担となる。
次に、 A市D県E郷と龍虎村の農民負担を表40から考察すると、 E郷では農業税と農業税付加、
共同生産費として基本水費と排灌費、義務労働と労働蓄積の両工費、一事一議費を徴収しており、
2003年度C郷の 1人当たり・ 1畝当たり負担額はそれぞれ107.2元と92.8元で、龍虎村ではそれぞれ
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~ 人口
1 84 
2 74 
3 127 
4 63 
5 80 
6 133 
7 133 
8 122 ， 82 
10 65 
11 62 
計 1,005 
過渡期
“両工”
工日 労平個数
328 8 
296 8 
536 8 
240 8 
304 8 
576 8 
504 8 
504 8 
384 8 
264 8 
264 8 
4,200 8 
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表39 X村2004年農民負担と食糧生産補助 （単位：人・畝.kg・元）
農 業 税 農業税付加 ー事一議 税費合計
儡ヵ 篇備費請負地
計税畝平 正税畝平
合計
付加畝平 金額 人平 金額 人平 畝平面積常産
41 142.45 142.45 750 4,360 31 872 6 5,232 1,260 15 6,492 77 45 
37 121.77 121.77 750 3,727 31 745 6 4,472 1,110 15 5,582 75 45 
67 212.14 212.14 750 6,492 31 1,298 6 7,790 1,105 15 9,695 76 45 
30 63.53 63.53 750 1,945 31 389 6 2,334 945 15 3,279 52 54 
38 139.12 139.12 750 4,257 31 852 6 5,109 1,200 15 6,309 79 45 
72 139.08 139.08 750 4,255 31 851 6 5,106 1,995 15 7,101 53 51 
63 122.71 122.71 750 3,754 31 751 6 4,505 1,695 15 6,200 55 51 
63 181.53 181.53 750 5,555 31 1,111 6 6,666 1,830 15 8,496 70 47 
48 126.84 126.84 750 3,881 31 776 6 4,657 1,230 15 5,887 71 46 
33 78.43 78.43 750 2,400 31 480 6 2,880 975 15 3,855 59 49 
33 62.38 62.38 750 1,908 31 382 6 2,290 930 15 3,220 52 52 
525 1,390 1,390 750 42,534 31 8,507 6 51,041 15,075 15 66,116 48 48 
国 家食糧良種補助 以資代労 水 費
早稲面 中稲 晩稲 糧食直 糧食補 工日 工価 金額 面積 畝平 金額積（畝） 面積 面積 補金額 貼金額 個数
60.63 60.68 72.63 1,468 1,879 205 10 2,050 142.45 15.94 2,271 
35.94 55.27 42.34 1,073 1,400 185 10 1,850 121.77 15.94 1,941 
91.30 83.57 102.40 2,055 2,679 335 10 3,350 212.14 15.94 3,382 
49.65 4 59.55 700 855 150 10 1,500 63.53 15.94 1,013 
109.97 ゜131.77 1,450 1,759 190 10 1,900 139.12 15.94 2,219 115.88 ゜139.08 1,530 1,854 360 10 3,600 139.08 15.94 2,216 33.93 69.48 40.93 1,217 1,586 315 10 3,150 122.71 15.94 1,955 133.23 ゜159.99 1,761 2,132 315 10 3,150 181.53 15.94 2,894 46.24 64.02 52.74 1,286 1,687 240 10 2,400 126.84 15.94 2,022 65.23 ゜78.43 863 1,044 165 10 1,650 78.43 15.94 1,253 52.00 ゜62.38 686 832 165 10 1,650 62.38 15.94 995 794.00 337.02 942.24 14,089 17,707 2,625 10 26,250 1,390 15.94 22,161 
出所）「X村2004年農民負担与糧食補貼到戸統計表」に基づく。
124.3元と93元である。 2004年は中央政府から農業税負担減少の通達があり、 E郷の農業税は135万
1199元から75万6240元、農業税付加は27万240元から15万1248元へと、合計負担額が162万1439元か
ら90万7488元と約44%の減少となった。一方、龍虎村の農業税は 8万6795元から 4万9593元、農業
税付加は 1万7359元から9,920元と、合計負担額は10万4154元から 5万9513元と約43%の減少となっ
た。しかし、 E郷では農業税以外の共同生産費が27万6920元から37万8120元と約10万元も増加して
おり、両工費は11万4370元から 5万9135元と半減し、一事一議費は32万7630元と全く変化がない。
つまり、農業税は減少したが、それ以外の負担金は村独自で決めており、郷政府が認知する負担金
は不明である。例えば、一事一議費は人頭税のように15元 X人口で徴収され、負担は減少していな
い。この点は龍虎村における農民負担も同様である。
調査村では農村税費改革により集団（村）提留金と郷統濤費は廃止された。その結果、郷村の財
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表40 2003年度と2004年度E郷各村の農民負担額
共同生産（元） 1人当 1畝承包 人口 労働力 農業税 農業税 両工 ー事 負担 たり負 当た村名 面積 （人） （人） （元） 付加 基本水 排灌費 （元）
ー議 総額 担額 り負
（畝） （元） 費 （元） （元） 担額（元） （元）
合計 25,208 21,827 11,437 1,351,199 270,240 13,640 263,280 114,370 327,405 2,340,134 10'7 '.2 塁
岩嘴村 1,268 988 518 67,847 13,569 6,340 12,680 5,180 14,820 120,436 121.9 翌
呂板村 1,679 1,214 636 89,431 17,886 9,895 19,790 6,360 18,210 161,572 拉 聾
謬家漢 1,473 1,410 738 75,857 15,171 11,465 22,930 7,380 21,150 153,953 109.2 104.5 
黄嶺村 1,594 1,133 593 84,504 16,901 7,970 15,940 5,930 16,995 148,240 1, 30 . ,:.8 , 一 響
松樹村 1,395 1,152 604 73,233 14,647 6,975 13,950 6,040 17,280 132,125 114.7 堕
金安村 1,086 1,094 572 57,333 11,467 5,430 10,860 5,720 16,410 107,220 響 声
二龍村 1,138 1,274 667 63,659 12,732 5,690 11,380 6,670 19,110 119,241 声 104.8 
太安村 1,617 1,584 830 84,658 16,932 8,085 16,170 8,300 23,760 157,905 迎 翌
金孔村 1,008 929 486 56,456 11,291 5,040 10,080 4,860 13,935 101,662 109.4 100.9 
軟橋村 1,462 1,147 601 79,861 15,972 7,310 14,620 6,010 17,205 140,978 
● 1"● 2,2 ,,,•9 ' 声
高湖村 1,063 1,093 572 58,426 11,685 5,315 10,630 5,720 16,395 1081171 喫 叫
龍虎村 1,653 1,239 649 86,795 17,359 8,265 16,530 6,490 18,585 154,024 旦彗 翌
西保村 1,411 1,231 603 76,604 15,321 7,055 14,110 6,450 18,465 138,005 112.1 翌
獅子山 1,452 1,130 592 77,746 15,549 7,260 14,520 5,920 16,950 137,945 旦 些
五雲村 1,474 1,220 639 79,761 15,952 7,370 14,740 6,390 18,300 142,513 116.8 聾
復興村 1,940 1,600 838 103,239 20,648 9,700 19,400 6,240 24,000 183,227 114 '.5 辿
新堤村 1,285 1,234 646 68,405 13,681 6,425 12,850 6,460 18,510 126,331 111.0 91.0 
楽山村 1,210 1,157 611 67,384 13,477 6,050 12,100 6,110 17,355 119,871 103.6 99.0 
合計 25,208 21,842 且 756,240 151,248 378,120 麟 327,630 1,672,373 国 埜
龍虎村 1,653 1,237 645 49,593 9,920 24,795 3,225 18,555 102,898 83.0 62.0 
出所） E郷郷務公開欄「E郷2003年度農民負担項目」と「E郷2004年度農民負担項目」より作成。 2003年度両工費の
うち「以資代エ日」は復興村が19,140元、新堤村が18,330元である。水費は15元X面積、両工費は 5元X労働
カ人口、一事一議は15元X人口で算出・課税されている。下線は筆者の計算値、上段は2003年度、下段は2004
年度であり、 2004年度は龍虎村の数値しか判明しなかった。 2003年度新堤村の 1人当たり・ 1畝当たりは
102.3元、 98.3元となり、楽山村の負担総額は122,476元となるが、そのままとした。
政収入は大幅に落ち込み、上級からの交付金も少なく、村幹部の給与や手当て、村民委員会オフィ
スの経費、「五保戸」の支援、社会福利補助、小学校運営、村道修理など資金は不足したことから、
村民委員会は村の公益事業に必要な資金は村民大会や村民代表大会に諮って「一事一議」として農
民から徴収することになった。しかし、実際は村民大会や村民代表大会を経過することなく新たな
擁款（農民負担）となった。調査村の幹部はこの数年間、幹部手当ての支払いが滞っていると不満
を述べる。
また、既述したように温家宝首相は第10期全国人民代表大会第三回会議における「政府工作報
告」で、 2006年度までに農業税の徴収を廃止する旨の発言をし 18)、E郷幹部は2005年度から農業税
が廃止されることになると強調した。そこで、この点を村幹部や村民に聞いてみると、「それは年
度末にならないと分からない」と答える。農業税だけでなく、村財政基盤の農業税付加も廃止され
るため、農業税付加が廃止されても、別名目の税金が増えるだけだと農民は皮肉を言う。また、食
糧生産農民への直接補助や高品種食糧生産農家への補助が実行され、 2004年度は食糧播種面積が
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3,300万畝増加して15.24億畝に回復し、食糧生産量は9,389億斤と前年に比して775億斤増加し、 1 
畝当たりの生産量が38斤増大したのは、政府の食糧政策が正しいかったからであると主張している
が19)、本村の農民はそのような補助を受け取ったことがないと言う。それゆえ、耕作放棄の農地が
至る所に見られ、水稲二期作は一期作となり、農民は田植えをせずに直播きを行い、すぐに出稼ぎ
に出て行く。その最大の理由は農業では儲からないからであり、農業に従事するよりも多産業に従
事した方が経済的に有利だからである。そのため、労働力が不足し、農業に従事する時間が短く
なったからである。また、水利灌漑施設の補修が行われず、灌漑ができないことから、二期作目を
放棄するようになったからである。
2. 農家インタビューによる農家負担の実態
実際、農民はどれほどの税金や擬款を負担しているのか。インタビュー農家の事例から考察して
みよう。 Y村の農家Lは表41のような2004年度「湖南省農民負担監督ド」を郷政府から受け取っ
た。農家Lは同居家族が計13人で、戸籍上は戸主 (5人家族）と長男 (4人家族）と次男 (4人家
族）の 3世帯である。「湖南省農民負担監督ヤ」はこの 3世帯に対して農民負担金を請求している。
戸主に対しては税費（農業税と農業税付加）が379元、両工費（労働力 2人） 90元、農技サービス
12元、春徴利息19元、雑エ4.7元、橋修理費81.7元の計586.4元であり、長男には計325.5元、次男に
は計357元の合計1,268.9元である。もし農業税が廃止されるのであれば、請求額は466.9元となるが、
郷村財政の乏しい地域で果して農業税廃止は可能であろうか。 Y村農民が負担している各種税費項
目について聞くと、負担には農業税と農業税付加といった税費と両エ（義務エと労働蓄積エ）・農
技服務（農業技術サービス）・春徴利息・雑エ・橋修• 水費があり、その他の負担として教育費が
ある。村幹部は今年から農業税が廃止されると力説するが、農民は年度末になるまで分からないと
クールに答える。つまり、金がなければ別名目で農民から徴収するからである。 2004年の水費は 7
元／畝で、義務労働は道路修理のため 3日間出役し、実際は10元／日により 1人当たり30元が徴収
された。村には学校建設債務20万元が残されている。村幹部手当ては昨年から国家から支給される
ようになったとのことであるが、ある村幹部はこの数年支払われていないとも言う。
表41 農家Lの負担金 （単位：元）
負担額
負担項目 戸主 長男 次男
5人家族 4人家族 4人家族
税費 379 199 224 
両工 90 60 60 
農技服務 12 5.5 6.4 
春徴利息 19 8.6 10 
雑工 4.7 2.2 2.5 
修橋 81.7 50.2 54 
合計 586.4 325.5 357 
出所）農家Lの「湖南省農民負担監督ャ」 (2004年）より作成。
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Y村では1984年に生産責任制が導入され、 1999年に15
年間の土地契約期間が終了し、 1999年に30年間の土地契
約が再び結ばれた。 1999年に30年間保証する「土地承包
経営権証」（写真 2) が県政府から農家に交付された。
表42は農家0の「土地承包経営権証」である。これによ
れば、農家0の請負面積が7.24畝で、農家0は郷政府か
ら表43「湖南省農民負担与補貼監督k」を受け取った。
表43によると、農家0の農業税は212元、農業税付加は
42元、両工費75元、水費193元で、計522元の負担金を請
求された。農家0は3人家族であるので、 1人当たり負
担金は174元となる。しかし一方、食糧農家補助金 (11
元X7.24畝=79.64元）と高品種補助金は受け取ったこと
がないと言う。農家0は2005年 1月23日に税費404元、
両工費60元、農技サービス14元、利息22元の計500元と
写真2 土地承包経営権証
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雑費26元、橋修理費74元の合計600元を納めており、 1人当たり収入が1,162元のY村において200
元の農民負担金は非常に重い。
表42 農家0の請負地
姓名z.x.住所 Y村 1組発行1999年月日
承包土地面積 7畝2分4厘
水田 6畝 3分 4厘
旱地 9分 0厘
承包士地地塊登記
（地所） 面積
水田（所在地を明記） 0.4畝
水田（所在地を明記） 1.0畝
水田（所在地を明記） 2.5畝
水田（所在地を明記） 1.5畝
水田（所在地を明記） 0.82畝
旱地（所在地を明記） 0.9畝
出所）農家0の「土地承包経営権証」（湖南省D県人民政
府製）による。
農家インタビューにおいて農民が不満を述べたのは負担金の重さである。農家Sは2002年 2月26
日に郷政府から表44「致農民朋友的一封侶」（農民への 1通の手紙）を受け取った。この「致農民
朋友的一封信」には税金負担面積（請負面積）を6.8畝とし、農業税423.7元、農業税付加84.7元、
農業特産税51.7元、公益事業費90元、水費102元、両工費60元の計842.1元を請求している。農家S
は、 D県農業税徴収管理局から表45「2002年納税任務通知書」と表46「農業税特産納税通知書」の
書かれた『農業税農業特産税征納手冊」（写真3) を受け取った。前者は農業税423.7元と農業税付
加84.7元の計508.4元を、後者は農業特産税51.7元を請求している。さらに、 9月6日に表47「湖南
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表43 農家0の農民負担
D県E郷Y村
填製単位益章（郷人民政府）
2004年5月4日
湖南省農民負担監督管理領導小組雛公室
湖南省農村税費改革領導小組雛公室 印
戸主姓名 z.x. 人口 3人 労働力 2人
計税面積 7.24畝 計税常産 公斤／畝
税率 ％ 計税価格 1.03元／公斤
仰戸今年応承担税費項目和金額
農業税 212元
農業税付加 42元
過渡期“両工" 10個 (1個7.5元）
水費 84元+109元
合計 522元
農業税＝計税面積x計税常産x税率x計税価格
農業税付加＝農業税X20%
仰戸今年応享受国家糧食和良種補貼
良種計税面積 畝早稲面積 畝中稲面積 畝
晩稲 畝 糧食直補金額 元良種補貼金額 元
糧食直補金額=11元 X種糧計税面積
良種補貼金額=10元X早稲面積+15元X中稲面積十 5元X晩稲面積
出所）農家0の「湖南省農民負担与補貼監督ヤ」より。
表44 農家0の領収書
税費404元両工60元農技服務14元春徴利息22元 計500元
500元＋雑費26元＋修橋費74元 2005年 1月23日
出所）農家0の「湖南省農村公益事業篤資専用収款収据」より。
表45 農家Sの農民負担
耕種の計税面積6.8畝
税費負担総額 842.1元
(1)農業税 423.7元
農業税付加 84.7元
農業特産税付加按正税の20% 51.7元
(2)公益事業費 90元
(3)基本水費・排灌費 102元
(4)労務負担“両工” 以資代労力 2人工日60元
E郷人民政府
2002年6月26日
出所）農家Sの「致農民朋友的一封侶」より作成。
表46 農家Sの「2002年納税任務通知書」
承担農業税423.7元農業税付加84.7元計税額508.4元
D県農業税徴収管理局
2002年6月26日
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省農民負担監督ド」を受け取った。そこには、家族は
6人、労働力 2人、請負面積（税金負担面積） 6.8畝、
税率 7%、計税価格51元/50kgが記載されており、農
業税423.7元、農業税付加84.7元、両工費30人日、一事
ー議費90元、共同生活費102元の計700.4元を請求してい
る。このような農民負担金請求に対して、表48~表52
は農家 Sが納めた領収書である。表48は2002年 8月9
日に120元、表49は2002年11月30日に121元、表50は2003
年 7月24日に215.24元、表51は2003年11月5日に計868.8
元、表52は2003年11月7日に215.0元を納めた領収書で
ある。農家 Sが全ての領収書を見せてくれたわけでは
ないが、これらの負担金を支払うのは農家にとって非
常に重いものである。
農民の不満に対して県政府は表53「重点渉農税費与
写真3 『農業税農業特産税征納手冊』
補貼公示」を交付して農民負担の緩和を訴えるが、これがどこまで実行されているのかその点が問
題である。つまり、「上有政策、下有対策」 (J:に政策があれば下に対策がある）で、厳格に実行さ
れたためしがない。政府と共産党は農民から搾り取ってきた「吸血」政策に対して、温首相は2006
年から農業税の徴収を廃止すると全人代で政治報告をしたが、中央から郷鎮政府や村民委員会に対
して十分な財政援助を与えないかぎり、農民に対して再び各種名目で擁款を徴収することになるの
は必至である。中央政府は単なる「輸血」ではなく、「造血」が可能な根本的政策を打ち出さない
限り、農村の貧困は打破できないであろう。
表47 農家Sの「農業特産税納税通知書」
姓名M.J.
農業特産税税金51.7元
徴収機関
2002年 6月26日
表48 農家Sの農民負担
D県E郷Y村川匈組M.J.
人口 6人労働力 2人承包耕地6.8畝計税面積6.8畝
計税価格51元/50公斤税率7%
農業税 公斤
農業税付加 公斤
過渡期“両工"30元
ー事一議篤資 90元
今年税費負担項目和金額
折代金 423.7元
折代金 84.7元
労平15元
共同生活費 102元 合計700.4元
出所）農家Sの「湖南省農民負担監督ヤ」 (2002年9月6日）。
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表49 農家Sの領収書
川匈組H.G.
税費款 120元
2002年 8月9日
出所）「D県農民負担決算
専用収款収据」
表50 農家Sの領収書
姓名H.G.
交来税款 121元
2002年11月30日
出所）「D県農民負担決算
専用収款収据」
表51 農家Sの領収書 (2003年 7月24日）
表53 農家Sの領収書
川匈組M.J.
収進雑工抵老欠 215.0元
2003年11月7日
出所）農家Sの「D県農村合
作経済組織内部往来決
算収据」
黄植発早谷212公斤価94元/100公斤 拍幣199.28元
奨 8元/100公斤 拍幣 16.96元
計 215.24元
注）「奨」は発音が同じ「姜」の間違いと思われる()
表52 農家Sの領収書
川匈組M.J税費款
税費款752.1元両工60元修電圧器30元春徴利息26.7元計868.8元
（交早谷216.24元収現金30.56元老総条子 110元
租田立化 140元同破196元立中 175元）
2003年11月5日
注
1) 2)「中央中共国務院関干進一歩加強農村工作提高農業総合生産能力若干政策的意見」（『人民日報』
2005年 1月31日）。
3) 4)「政府工作報告ー2005年 3月5日在第十届全国人民代表大会第三次会議上」（『人民日報』 2005年
3月15日）。
5)温家宝首相は 3月14日の内外記者招待会議において、アメリカの記者からの「三農問題」に絡めた
唯一の質問「農民に土地財産権を返還することは可能と考えるか」に対して、「農民の土地に対する生
産経営自主権は長期にわたり不変であり、永遠に不変である」と延べ、政府として農民の土地請負権
あるいは利用権を永久に認めた。しかし、これで「三農問題」が解決するわけではない。「温家宝総理
答中外記者問」『人民日報』 (2003年 3月15B)。
6)「農業部部長杜青林答中外記者問」（『農村工作通訊』 2005年4月号） p.6。
7)石田浩『貧困と出稼ぎ一中国「西部大開発」の課題一』（晃洋書房、 2003年）を参照されたい。
8)今回の中国内陸農村調査は、 2005年春の連休を利用して石田と滝田（大阪国際大学）と麿江（関西
大学大学院生）の 3名で湖南省A市に入り、 2カ村の調査を実施した。農村調査においては多くの関
係者の世話になった。記して感謝したい。
9)湖南省統計局編『湖南統計年鑑2004』（中国統計出版社、 2004年） pp.19~20。
10)同上書、 p.400。
11)同J:書、 p.181、p.430。しかし、農村調査においては後述するごとく、農家は省力化のために田植え
をせず直播きをしたり、二期作から一期作へと転換しつつあった。
12)支部書記兼主任の応答では 1人当たり 1.7畝であった。
13)本村の生産責任制導入について書記と副書記との間で意見が割れ、副書記が結婚した1981年に実施
されたと記憶がはっきりしていることから、 1981年となった。
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14) 15)前掲『湖南統計年鑑2004』p.400、p.406、p.430。耕地利用率が216.3%というのは侶じ難く、単
なる統計上の数値と考えられる。
16)村幹部の応答では、実際は給料が不払いで、ここ数年貰っていないとのことである。
17)筆者はこの 8年、同一の農家アンケート表を使って各地の農村で実態調査を行ってきた。前掲『貧
困と出稼ぎ一中国「西部大開発」の課題―』、石田浩•北波道子「中国都市農業の経済構造とその課題
（上・下）」（関西大学『経済論集』第53巻第2号、 2003年 9月、第53巻第3号、 2003年12月）、石田浩・
北波道子・闘左篤樹「中国近郊農村の農地転用と農業の存在意義（上・下）一青島郊外莱西市農村の
調脊事例一」（関西大学『経済論集』第53巻第4号、 2004年 3月、第54巻第 1号、 2004年 6月）、石田
浩•闘左篤樹「中国都市近郊農村の農地収用と農外就労一浙江省杭州市西湖区農村調査一」（関西大学
『経済論集』第55巻第 1号、 2005年 6月）、石田浩「中国内陸農村の貧困構造と農民負担―四川省A市
B鎮C村の調査事例に基づいて一」（関西大学『経済論集』第55巻第 2号、 2005年 9月）、石田浩編著
『中国農村の構造変動と「已農間題」一上海近郊農村調査報告書一』（晃洋書房、 2005年）を参照され
たい。
18)前掲「政府工作報告一2005年3月5日在第十届全国人民代表大会第三次会議J:」を参照。
19)前掲「農業部部長杜青林答中外記者問」を参照。
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